
 
下請代金支払遅延等防止法改正に係る 

公正取引委員会規則及び運用基準の改正について 
 

平成１５年１１月２８日 

公 正 取 引 委 員 会 

 

１ 役務に係る下請取引を対象に追加すること等を内容とする下請代金支払遅延等防止

法の改正に伴い，公正取引委員会は，「下請代金支払遅延等防止法第三条の書面の記載

事項等に関する規則」，「下請代金支払遅延等防止法第五条の書類又は電磁的記録の作

成及び保存に関する規則」及び「下請代金支払遅延等防止法第四条第一項に関する運

用基準について」（事務総長通達）の改正について，平成１５年９月２６日に原案を公

表し，１０月２７日を期限として関係各方面から広く意見を求めたところである。 

 

２ 今回の意見募集では，原案に対して，２９名（事業者団体，事業者，労働組合及び

個人）から意見が提出された。 

  当委員会は，これらの意見を十分検討し，原案に一部修正を加えた上，規則及び運

用基準を改正することとした（規則については平成１５年１２月１１日官報掲載の予

定）。改正された規則及び運用基準は，来年４月１日の改正法施行と同時に施行・適用

する。改正後の規則及び運用基準は別紙１，主要な意見の概要とこれらに対する考え

方は別紙２のとおりである。 
なお，当委員会は，今後，改正法の施行までに，今回の意見募集において提出され

た意見も踏まえて「説明会テキスト」，「質疑応答集」等を作成するなど，一層の明確

化を図るとともに，説明会を全国各地で開催し，改正法の周知に努めることとしてい

る。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問い合わせ先  公正取引委員会事務総局経済取引局取引部企業取引課 
             電話 ０３－３５８１－３３７３（直通） 
 ホームページ  http://www.jftc.go.jp 
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下請代金支払遅延等防止法第三条の書面の記載事項等に関する規則新旧対照条文 
改 正 後 現  行 

 
第一条 下請代金支払遅延等防止法（以下「法」とい
う。）第三条の書面には、次に掲げる事項を明確に
記載しなければならない。 
 一 親事業者及び下請事業者の商号、名称又は事業
者別に付された番号、記号その他の符号であって
親事業者及び下請事業者を識別できるもの 
 二 製造委託、修理委託、情報成果物作成委託又は
役務提供委託（以下「製造委託等」という。）を
した日、下請事業者の給付（役務提供委託の場合
は、提供される役務。以下同じ。）の内容並びに
その給付を受領する期日（役務提供委託の場合
は、下請事業者が委託を受けた役務を提供する期
日（期間を定めて提供を委託するものにあって
は、当該期間））及び場所   
 三 下請事業者の給付の内容について検査をする場
合は、その検査を完了する期日 
 四 下請代金の額及び支払期日 
 五 下請代金の全部又は一部の支払につき手形を交
付する場合は、その手形の金額及び満期 
 六 下請代金の全部又は一部の支払につき、親事業
者、下請事業者及び金融機関の間の約定に基づ
き、下請事業者が債権譲渡担保方式（下請事業者
が、下請代金の額に相当する下請代金債権を担保
として、金融機関から当該下請代金の額に相当す
る金銭の貸付けを受ける方式）又はファクタリン
グ方式（下請事業者が、下請代金の額に相当する
下請代金債権を金融機関に譲渡することにより、
当該金融機関から当該下請代金の額に相当する金
銭の支払を受ける方式）若しくは併存的債務引受
方式（下請事業者が、下請代金の額に相当する下
請代金債務を親事業者と共に負った金融機関か
ら、当該下請代金の額に相当する金銭の支払を受
ける方式）により金融機関から当該下請代金の額
に相当する金銭の貸付け又は支払を受けることが
できることとする場合は、次に掲げる事項 
  イ 当該金融機関の名称 
  ロ 当該金融機関から貸付け又は支払を受けるこ
とができることとする額 

  ハ 当該下請代金債権又は当該下請代金債務の額
に相当する金銭を当該金融機関に支払う期日 

 七 製造委託等に関し原材料等を親事業者から購入
させる場合は、その品名、数量、対価及び引渡し
の期日並びに決済の期日及び方法 
２ 前項第四号の下請代金の額について、具体的な金
額を記載することが困難なやむを得ない事情がある
場合には、下請代金の具体的な金額を定めることと
なる算定方法を記載することをもって足りる。 
３ 法第三条第一項ただし書の規定に基づき、製造委
託等をしたときに書面に記載しない事項（以下「特

 
第一条 （同左） 
 
 
 一 （同左） 
 
 
 二 製造委託又は修理委託をした日、下請事業者の
給付の内容並びにその給付を受領する期日及び場
所 

 
 
 
 
 
 三 （同左） 
 
 四 （同左） 
 五 （同左） 
 
 六 （同左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  イ （同左） 
  ロ （同左） 
   
  ハ （同左） 
  
 七 製造委託又は修理委託に関し原材料等を親事業
者から購入させる場合は、その品名、数量、対価
及び引渡しの期日並びに決済の期日及び方法 
２ （同左） 
  
 
 
（新設） 

 

別紙１－１
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定事項」という。）がある場合には、特定事項以外
の事項のほか、特定事項の内容が定められない理由
及び特定事項の内容を定めることとなる予定期日
を、製造委託等をしたときに交付する書面（以下
「当初書面」という。）に記載しなければならな
い。 
  
第二条 法第三条第二項の公正取引委員会規則で定め
る方法は、次に掲げる方法とする。 
 一 電子情報処理組織を使用する方法のうちイ又は
ロに掲げるもの 
  イ 親事業者の使用に係る電子計算機と下請事業
者の使用に係る電子計算機とを接続する電気通
信回線を通じて送信し、受信者の使用に係る電
子計算機に備えられたファイルに記録する方法 

  ロ 親事業者の使用に係る電子計算機に備えられ
たファイルに記録された書面に記載すべき事項
を電気通信回線を通じて下請事業者の閲覧に供
し、当該下請事業者の使用に係る電子計算機に
備えられたファイルに当該事項を記録する方法
（法第三条第二項前段に規定する方法による提
供を受ける旨の承諾又は受けない旨の申出をす
る場合にあっては、親事業者の使用に係る電子
計算機に備えられたファイルにその旨を記録す
る方法） 

 二 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これ
らに準ずる方法により一定の事項を確実に記録し
ておくことができる物をもって調製するファイル
に書面に記載すべき事項を記録したものを交付す
る方法 
２ 前項に掲げる方法は、下請事業者がファイルへの
記録を出力することによる書面を作成することがで
きるものでなければならない。 
３ 第一項第一号の「電子情報処理組織」とは、親事
業者の使用に係る電子計算機と、下請事業者の使用
に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子
情報処理組織をいう。 

 
第三条 下請代金支払遅延等防止法施行令 （平成十三
年政令第五号）第二条第一項の規定により示すべき
方法の種類及び内容は、次に掲げる事項とする。 
 一 前条第一項に規定する方法のうち親事業者が使
用するもの 

 二 ファイルへの記録の方式 
 
第四条 第一条第一項各号に掲げる事項が一定期間に
おける製造委託等について共通であるものとしてこ
れを明確に記載した書面によりあらかじめ下請事業
者に通知され、又は電磁的方法により提供されたと
きは、当該事項については、その期間内における製
造委託等に係る法第三条の書面への記載は、その通
知したところによる旨を明らかにすることをもって

 
 
 

 

 

 

 

第二条 （同左） 
  
 一 （同左） 
   
  イ （同左） 
 
 
 
  ロ （同左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 二 （同左） 
 
 
 
 
２ （同左） 
 
 
３ （同左） 
 
 
 
 
第三条 下請代金支払遅延等防止法施行令 （平成十三
年政令第五号）第一項の規定により示すべき方法の
種類及び内容は、次に掲げる事項とする。 
 一 （同左） 
  
 二 （同左） 
 
第四条 第一条第一項各号に掲げる事項が一定期間に
おける製造委託又は修理委託について共通であるも
のとしてこれを明確に記載した書面によりあらかじ
め下請事業者に通知されたときは、当該事項につい
ては、その期間内における製造委託又は修理委託に
係る法第三条の書面への記載は、その通知したとこ
ろによる旨を明らかにすることをもって足りる。 
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足りる。 
２ 法第三条第二項の規定に基づき書面の交付に代え
て電磁的方法により提供する場合には、第一条第一
項各号に掲げる事項が一定期間における製造委託等
について共通であるものとして、あらかじめ、書面
により通知され、又は電磁的方法により提供された
ときは、当該事項については、その期間内における
製造委託等に係るファイルへの記録は、当該事項と
の関連性を確認することができるよう記録すること
をもって足りる。 

 
第五条 法第三条第一項ただし書の規定に基づき、特
定事項の内容を記載した書面を交付するときは、当
初書面との関連性を確認することができるようにし
なければならない。 

 

 
２ 法第三条第二項の規定により電磁的記録の提供を
行う場合には、一定期間における製造委託又は修理
委託について共通である事項として、あらかじめ、
書面により通知し、又は電磁的記録を提供したとき
は、当該事項については、その期間内における製造
委託又は修理委託に係るファイルへの記録は、当該
事項と電磁的記録の記録事項との関連性を確認する
ことができるよう記録することをもって足りる。 

 
 
（新設） 
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下請代金支払遅延等防止法第五条の書類又は電磁的記録の作成及び保存に関する規則新旧対照条文 
改 正 後 現  行 

  
第一条 下請代金支払遅延等防止法（以下「法」とい
う。）第五条の書類又は電磁的記録には、次に掲げ
る事項を明確に記載し又は記録しなければならな
い。 
 一 下請事業者の商号、名称又は事業者別に付され
た番号、記号その他の符号であって下請事業者を
識別できるもの 
 二 製造委託、修理委託、情報成果物作成委託又は
役務提供委託（以下「製造委託等」という。）を
した日、下請事業者の給付（役務提供委託の場合
は、役務の提供。以下同じ。）の内容及びその給
付を受領する期日（役務提供委託の場合は、下請
事業者がその委託を受けた役務の提供をする期日
（期間を定めて提供を委託するものにあっては、
当該期間）、並びに受領した給付の内容及びその
給付を受領した日（役務提供委託の場合は、下請
事業者からその役務が提供された日（期間を定め
て提供されたものにあっては、当該期間）） 
 三 下請事業者の給付の内容について検査をした場
合は、その検査を完了した日、検査の結果及び検
査に合格しなかった給付の取扱い 
 四 下請事業者の給付の内容を変更させ、又は給付
の受領後に（役務提供委託の場合は、下請事業者
がその委託を受けた役務の提供をした後に）給付
をやり直させた場合には、その内容及びその理由 
 五 下請代金の額及び支払期日並びにその額に変更
があった場合は増減額及びその理由 
 六 支払った下請代金の額、支払った日及び支払手
段 
 七 下請代金の全部又は一部の支払につき手形を交
付した場合は、その手形の金額、手形を交付した
日及び手形の満期 
 八 下請代金の全部又は一部の支払につき、親事業
者、下請事業者及び金融機関の間の約定に基づ
き、下請事業者が債権譲渡担保方式（下請事業者
が、下請代金の額に相当する下請代金債権を担保
として、金融機関から当該下請代金の額に相当す
る金銭の貸付けを受ける方式）又はファクタリン
グ方式（下請事業者が、下請代金の額に相当する
下請代金債権を譲渡することにより、当該金融機
関から当該下請代金の額に相当する金銭の支払を
受ける方式）若しくは併存的債務引受方式（下請
事業者が、下請代金の額に相当する下請代金債務
を親事業者と共に負った金融機関から、当該下請
代金の額に相当する金銭の支払を受ける方式）に
より金融機関から当該下請代金の額に相当する金
銭の貸付け又は支払を受けることができることと
した場合は、次に掲げる事項 
  イ 当該金融機関から貸付け又は支払を受けるこ

  
第一条 （同左） 
 
 
 
 一 （同左） 
  
 
 二 製造委託又は修理委託をした日、下請事業者の
給付の内容及びその給付を受領する期日並びに受
領した給付の内容及びその給付を受領した日 

 
 
 
 
 
 
 
 
 三 （同左） 
  
 
（新設） 

 
 
 
 四 （同左） 
  
 五 （同左） 
 
 六 （同左） 
  
 

 七 （同左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  イ （同左） 

別紙１－２ 
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とができることとした額及び期間の始期 
  ロ 当該下請代金債権又は当該下請代金債務の額
に相当する金銭を当該金融機関に支払った日 

 九 製造委託等に関し原材料等を親事業者から購入
させた場合は、その品名、数量、対価及び引き渡
しの日並びに決済をした日及び決済の方法 

 
 十 下請代金の一部を支払い又は下請代金から原材
料等の対価の全部若しくは一部を控除した場合
は、その後の下請代金の残額 
 十一 遅延利息を支払った場合は、その遅延利息の
額及び遅延利息を支払った日 
２ 法第三条の書面において下請代金の額として算定
方法を記載した場合は、前項第五号の下請代金の額
について、当該算定方法及びこれにより定められた
具体的な金額並びに当該算定方法に変更があったと
きは変更後の算定方法、当該変更後の算定方法によ
り定められた具体的な金額及びその理由を明確に記
載し又は記録しなければならない。 
３ 法第三条第一項ただし書の規定に基づき、製造委
託等をしたときに書面に記載しない事項（以下「特
定事項」という。）がある場合には、特定事項の内
容が定められなかった理由、特定事項の内容を記載
した書面を交付した日及びそれに記載した特定事項
の内容を明確に記載し又は記録しなければならな
い。 
４ 第一項から第三項までに掲げる事項は、その相互
の関係を明らかにして、それぞれ別の書類又は電磁
的記録に記載又は記録をすることができる。 

 
第二条 前条第一項から第三項までに掲げる事項の記
載又は記録は、それぞれその事項に係る事実が生
じ、又は明らかになったときに、速やかに当該事項
について行わなければならない。 
２ 前条第一項から第三項までに掲げる事項を書類に
記載する場合には、下請事業者別に記載しなければ
ならない。 
３ 前条第一項から第三項までに掲げる事項について
記録した電磁的記録を作成し、保有する場合には、
次に掲げる要件に従って作成し、保存しなければな
らない。 
 一 前条第一項から第三項までに掲げる事項につい
て訂正又は削除を行った場合には、これらの事実
及び内容を確認することができること。 
 二 必要に応じ電磁的記録をディスプレイの画面及
び書面に出力することができること。 
 三 電磁的記録の記録事項の検索をすることができ
る機能（次に掲げる要件を満たすものに限る。）
を有していること。 

  イ 前条第一項第一号に掲げる事項を検索の条件
として設定することができること。 

  ロ 製造委託等をした日については、その範囲を

 
  ロ （同左） 
 
 八 製造委託又は修理委託に関し原材料等を親事業
者から購入させた場合は、その品名、数量、対価
及び引き渡しの日並びに決済をした日及び決済の
方法 
 九 （同左） 
  
 
 十 （同左） 
 
２ 法第三条の書面等において下請代金の額として算
定方法を記載し又は記録したときは、前項第四号の
下請代金の額について、当該算定方法及びこれによ
り定められた具体的な金額並びに当該算定方法に変
更があった場合は変更後の算定方法、当該変更後の
算定方法により定められた具体的な金額及びその理
由を明確に記載し又は記録しなければならない。 
（新設） 

 
 
 
 
 
 
３ 第一項各号に掲げる事項は、その相互の関係を明
らかにして、それぞれ別の書類又は電磁的記録に記
載又は記録をすることができる。 

 
第二条 前条第一項各号に掲げる事項の記載又は記録
は、それぞれその事項に係る事実が生じ、又は明ら
かになったときに、速やかに当該事項について行わ
なければならない。 
２ 前条第一項各号に掲げる事項を書類に記載する場
合には、下請事業者別に記載しなければならない。 

 
３ 前条第一項各号に掲げる事項について記録した電
磁的記録を作成し、保有する場合には、次に掲げる
要件に従って作成し、保存しなければならない。 

 
 一 前条第一項各号に掲げる事項について訂正又は
削除を行った場合には、これらの事実及び内容を
確認することができること。 

 二 （同左） 
  
 三 （同左） 
 
 
  イ （同左） 
   
  ロ 製造委託又は修理委託をした日については、
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指定して条件を設定することができること。 
 
 
第三条 法第五条の書類又は電磁的記録の保存期間
は、第一条第一項から第三項までに掲げる事項の記
載又は記録を終った日から二年間とする。 

その範囲を指定して条件を設定することができ
ること。 

 
第三条 法第五条の書類又は電磁的記録の保存期間
は、第一条第一項各号に掲げる事項の記載又は記録
を終った日から二年間とする。 
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「下請代金支払遅延等防止法に関する運用基準」新旧対照表 
 

改 正 後 現  行 
 

下請代金支払遅延等防止法に関する運用基準 
 

平成１５年○月○日公正取引委員会事務総長通達 
 
  
 
第１ 運用に当たっての留意点 
 １ 下請代金支払遅延等防止法（以下「法」という。）の運用に当たって
は，違反行為の未然防止が重要であることにかんがみ，特に次のような点
に留意する必要がある。 
（１）下請取引において親事業者が遵守しなければならない行為のうち，受
領拒否の禁止，下請代金の減額の禁止，返品の禁止並びに不当な給付内
容の変更及び不当なやり直しの禁止は，発注時に下請事業者との間で取
り決めた取引条件及び支払条件を，下請事業者の責に帰すべき理由があ
る場合を除き，誠実に履行することを求めているものである。 
 したがって，これらの違反行為の未然防止の観点からも，発注時の取
引条件等を明確にする書面（法第３条の規定に基づき下請事業者に交付
しなければならない書面。以下「３条書面」という。）の交付を徹底さ
せることとする。 

（２）買いたたきの禁止，購入・利用強制の禁止及び経済上の利益の提供要
請の禁止については，これらの違反行為が，下請代金の決定に当たって
下請事業者と十分協議を尽くさないこと，あるいは下請取引に影響を及
ぼすこととなる者が下請事業者に物の購入，役務の利用や経済上の利益
の提供を要請すること等によって発生することが多いことにかんがみ，
違反行為を未然に防止する観点から，親事業者に対し，下請代金の決
定，物の購入，役務の利用要請や経済上の利益の提供要請をする際に配
慮すべき事項についても指導することとする。 

（３）違反行為の未然防止のためには，法遵守のための親事業者の社内体制
の整備が不可欠であることにかんがみ，親事業者に対し，経営責任者を
中心とする遵法管理体制を確立するとともに，遵法マニュアル等を作成
し，これを購買・外注担当者をはじめ社内に周知徹底するよう指導する
こととする。 

 

 
下請代金支払遅延等防止法第４条第１項に関する運用基準 
 
（昭和６２年４月１日公正取引委員会事務局長通達第２号） 
改正 平成 ３年４月３０日公正取引委員会事務局長通達第 ４号 
改正 平成１１年７月 １日公正取引委員会事務総長通達第１５号 

 
第１ 運用に当たっての留意点 
 １ （同左） 
 
 
（１）下請取引において親事業者が遵守しなければならない行為のうち，受
領拒否の禁止，下請代金の減額の禁止及び返品の禁止は，発注時に下請
事業者との間で取り決めた取引条件及び支払条件を，下請事業者の責に
帰すべき理由がある場合を除き，誠実に履行することを求めているもの
である。 
   したがって，これらの違反行為の未然防止の観点からも，発注時の取
引条件等を明確にする書面（法第３条の規定に基づき下請事業者に交付
しなければならない書面。以下「３条書面」という。）の交付を徹底さ
せることとする。 
（２）買いたたきの禁止及び購入強制の禁止については，これらの違反行為
が，下請代金の決定に当たって下請事業者と十分協議を尽くさないこ
と，あるいは下請取引に影響を及ぼすこととなる者が下請事業者に物の
購入を要請すること等によって発生することが多いことにかんがみ，違
反行為を未然に防止する観点から，親事業者に対し，下請代金の決定や
物の購入要請をする際に配慮すべき事項についても指導することとす
る。 

 
（３）違反行為の未然防止のためには，法遵守のための親事業者の社内体制
の整備が不可欠であることにかんがみ，親事業者に対し，経営責任者を
中心とする遵法管理体制を確立するとともに，遵法マニュアル等を作成
し，これを購買・外注担当者に周知徹底するよう指導することとする。 

 
  

別紙１―３ 
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 ２ 違反事件については，迅速かつ適正な処理に努め，違反行為が認められ
た場合には，親事業者に対して，下請事業者が被った不利益の原状回復措
置を講じるよう指導するとともに，必要があれば，親事業者に対し，経営
責任者を中心とする遵法管理体制を確立するとともに，遵法マニュアル等
を作成し，これを購買・外注担当者をはじめ社内に周知徹底するよう指導
する等の再発防止措置を講じさせる等効果的な対応を図ることとする。 
 なお，どのような行為が違反となるかの判断の参考として，第３（親事
業者の書面交付の義務）及び第４（親事業者の禁止行為）の各項に違反行
為事例及び想定される違反行為事例を掲げているが，これらは代表的なも
のであって，これら以外は問題とならないということではないので留意す
る必要がある。 
 

 ２ 違反事件については，迅速かつ適正な処理に努め，違反行為が認められ
た場合には，その改善措置を親事業者に速やかに講じさせる等効果的な
対応を図ることとする。 
 
 
 
   なお，どのような行為が違反となるかの判断の参考として，第２（親
事業者の禁止行為）の各項に違反行為事例を掲げているが，これらは代
表的なものであって，これら以外は問題とならないということではない
ので留意する必要がある。 

 

第２ 法の対象となる取引 
  法の対象となる取引は，第２条第１項から第４項に定める「製造委
託」，「修理委託」，「情報成果物作成委託」及び「役務提供委託」の４
種類の委託取引である。 
  法第２条第７項に規定される一定の資本金要件に該当する法人事業者
が，法第２条第８項に規定される一定の資本金要件に該当する法人事業者
及び個人事業者に対し上記の委託をする場合，下請法上の「親事業者」と
して法が適用される。また，法第２条第８項に規定される一定の資本金要
件に該当する法人事業者及び個人事業者が，法第２条第７項に規定される
一定の資本金要件に該当する法人事業者から上記の委託を受ける場合，下
請法上の「下請事業者」として法が適用される。 
  なお，この法律で「委託」とは，事業者が，他の事業者に対し，給付に
係る仕様，内容等を指定して物品等の製造（加工を含む。）若しくは修
理，情報成果物の作成又は役務の提供を依頼することをいう。 
 
 １ 製造委託 
（１）「製造委託」とは，「事業者が業として行う販売若しくは業として請
け負う製造の目的物たる物品若しくはその半製品，部品，附属品若しく
は原材料若しくはこれらの製造に用いる金型又は業として行う物品の修
理に必要な部品若しくは原材料の製造を他の事業者に委託すること及び
事業者がその使用し又は消費する物品の製造を業として行う場合にその
物品若しくはその半製品，部品，附属品若しくは原材料又はこれらの製
造に用いる金型の製造を他の事業者に委託すること」をいう（法第２条
第１項）。 

（２）この法律で「業として」とは，事業者が，ある行為を反復継続的に行

 （新設） 
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っており，社会通念上，事業の遂行とみることができる場合を指す（修
理委託，情報成果物作成委託及び役務提供委託においても同様であ
る。）。 

（３）「製造」とは，原材料たる物品に一定の工作を加えて新たな物品を作
り出すことをいい，「加工」とは，原材料たる物品に一定の工作を加え
ることによって，一定の価値を付加することをいう。 
 「物品」とは，動産をいい，不動産は含まれない。 
 「半製品」とは，目的物たる物品の製造過程における中間状態にある
製造物をいい，「部品」とは，目的物たる物品にそのままの状態で取り
付けられ，物品の一部を構成することとなる製造物をいう。 
 「附属品」とは，目的物たる物品にそのまま取り付けられたり目的物
たる物品に附属されることによって，その効用を増加させる製造物をい
い，「原材料」とは，目的物たる物品を作り出すための基になる資材
（原料・材料）をいう。 
 「これらの製造に用いる金型」とは，「物品若しくはその半製品，部
品，附属品若しくは原材料」の製造を行うために使用する当該物品等の
外形をかたどった金属製の物品をいう。なお，金型の製造を委託した親
事業者が，それを用いて自ら物品等の製造を行う場合に限らず，更に別
の事業者に対しその金型を用いて製造するよう委託する場合の金型も含
む。 

 （４）製造委託には，次の４つの類型がある。 
 類型１－１ 事業者が業として行う販売の目的物たる物品若しくは
その半製品，部品，附属品若しくは原材料又はこれらの製造に用
いる金型の製造を他の事業者に委託すること。 

 （例） 
○ 自動車製造業者が，販売する自動車を構成する部品の製造を
部品製造業者に委託すること。 
○ 大規模小売業者が，自社のプライベートブランド商品の製造
を食品加工業者に委託すること。 
○ 出版社が，販売する書籍の印刷を印刷業者に委託すること。 
○ 電気器具製造業者が，販売する電気器具を構成する部品の製
造に用いる金型の製造を金型製造業者に委託すること。 

  
 類型１－２ 事業者が業として請け負う製造の目的物たる物品若し
くはその半製品，部品，附属品若しくは原材料又はこれらの製造
に用いる金型の製造を他の事業者に委託すること。 
（例） 
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○ 精密機械製造業者が，製造を請け負う精密機械の部品の製造
を部品製造業者に委託すること。 
○ 建築材製造業者が，製造を請け負う建築材の原材料の製造を
原材料製造業者に委託すること。 
○ 金属製品製造業者が，製造を請け負う金属製品の製造に用い
る金型の製造を金型製造業者に委託すること。 

  
 類型１－３ 事業者が業として行う物品の修理に必要な部品又は原
材料の製造を他の事業者に委託すること。 

  （例）  
○ 家電製品製造業者が，消費者向けに家電製品の修理を行うため
に必要な部品の製造を部品製造業者に委託すること。 
○ 工作機械製造業者が，自社で使用する工作機械の修理に必要な
部品の製造を部品製造業者に委託すること。 

  
 類型１－４ 事業者がその使用し又は消費する物品の製造を業とし
て行う場合にその物品若しくはその半製品，部品，附属品若しく
は原材料又はこれらの製造に用いる金型の製造を他の事業者に委
託すること。 
（例）  
○ 輸送用機器製造業者が，自社の工場で使用する輸送用機器を
自社で製造している場合に，当該輸送用機器の部品の製造を部
品製造業者に委託すること。 
○ 工作機器製造業者が，自社の工場で使用する工具を自社で製
造している場合に，一部の工具の製造を他の工作機械製造業者
に委託すること。 

 
 ２ 修理委託 
 （１）「修理委託」とは，「事業者が業として請け負う物品の修理の行為の
全部又は一部を他の事業者に委託すること及び事業者がその使用する物
品の修理を業として行う場合にその修理の行為の一部を他の事業者に委
託すること」をいう（法第２条第２項）。 

 （２）「修理」とは，元来の機能を失った物品に一定の工作を加え，元来の
機能を回復させることをいう。 

   「請け負う物品の修理」には，事業者が販売する物品について保証期
間中にユーザーに対して行われる修理も含まれる。 

 （３）修理委託には，次の２つの類型がある。 
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類型２－１ 事業者が業として請け負う物品の修理の行為の全部又
は一部を他の事業者に委託すること。 
（例） 
○ 自動車ディーラーが，請け負う自動車修理を修理業者に委託
すること。 
○ 船舶修理業者が，請け負う船舶修理を他の船舶修理業者に委
託すること。 
 
類型２―２ 事業者がその使用する物品の修理を業として行う場合
にその修理の行為の一部を他の事業者に委託すること。 
（例） 
○ 製造業者が，自社の工場で使用している工具の修理を自社で
行っている場合に，その修理の一部を修理業者に委託するこ
と。 
○ 工作機械製造業者が，自社の工場で使用している工作機械の
修理を自社で行っている場合に，その修理の一部を修理業者に
委託すること。 

 
 ３ 情報成果物作成委託 
 （１）「情報成果物作成委託」とは，「事業者が業として行う提供若しくは
業として請け負う作成の目的たる情報成果物の作成の行為の全部又は
一部を他の事業者に委託すること及び事業者がその使用する情報成果
物の作成を業として行う場合にその情報成果物の作成の行為の全部又
は一部を他の事業者に委託すること」をいう（法第２条第３項）。 

 （２）「情報成果物」とは，次に掲げるものをいう。 
① プログラム（電子計算機に対する指令であって，一の結果を得る
ことができるように組み合わされたものをいう。）（法第２条第６
項第１号） 
 例：テレビゲームソフト，会計ソフト，家電製品の制御プログラ
ム，顧客管理システム 

② 映画，放送番組その他影像又は音声その他の音響により構成され
るもの（法第２条第６項第２号） 
 例：テレビ番組，テレビＣＭ，ラジオ番組，映画，アニメーション 
③ 文字，図形若しくは記号若しくはこれらの結合又はこれらと色彩
との結合により構成されるもの（法第２条第６項第３号） 
 例：設計図，ポスターのデザイン，商品・容器のデザイン，コンサ
ルティングレポート，雑誌広告 
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④ 前三号に掲げるもののほか，これらに類するもので政令で定める
もの（法第２条第６項第４号） 
  現時点において，政令で定めているものはない。 

 （３）情報成果物の「提供」とは，事業者が，他者に対し情報成果物の販
売，使用許諾を行うなどの方法により，当該情報成果物を他者の用に供
することをいい，情報成果物それ自体を単独で提供する場合のほか，物
品等の附属品（例：家電製品の取扱説明書の内容，ＣＤのライナーノー
ツ）として提供する場合，制御プログラムとして物品に内蔵して提供す
る場合，商品の形態，容器，包装等に使用するデザインや商品の設計等
を商品に化体して提供する場合等も含む。 

    「業として行う提供」とは，反復継続的に社会通念上，事業の遂行と
みることができる程度に行っている提供のことをいい，純粋に無償の提
供であれば，これに当たらない。 
 「事業者がその使用する情報成果物の作成を業として行う場合」と
は，事業者が，自らの事業のために用いる情報成果物の作成を反復継続
的に社会通念上，事業の遂行とみることができる程度に行っている場合
をいい，例えば，①事務用ソフトウェア開発業者が社内で使用する会計
用ソフトを自ら作成する場合，②ビデオ制作会社が自社の社員研修用の
ビデオを自ら作成する場合がこれに該当する。他方，社内にシステム部
門があっても作成を委託しているソフトウェアと同種のソフトウェアを
作成していない場合等，単に作成する能力が潜在的にあるにすぎない場
合は作成を「業として」行っているとは認められない。 

 （４）「情報成果物の作成の行為の全部又は一部を他の事業者に委託するこ
と」とは，情報成果物の作成のうち，①情報成果物それ自体の作成，②
当該情報成果物を構成することとなる情報成果物の作成を，他の事業者
に委託することをいう。 
（例） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

情報成果物 構成することとなる情報成果物 
ゲームソフト （例） 

・プログラム 
・映像データ 
・ＢＧＭ等の音響データ 
・シナリオ 
・キャラクターデザイン 
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（５）事業者が提供等する情報成果物の作成においては，情報成果物の作成に
必要な役務の提供の行為を他の事業者に委託する場合がある。この場合，
当該役務が，委託事業者が他者に提供する目的たる役務である場合には，
第２条第４項の「役務提供委託」に該当するが，当該役務が専ら自ら用い
る役務である場合には，当該委託取引は，本法の対象とならない（下記の
「４ 役務提供委託」を参照）。 

（６）情報成果物作成委託には，次の３つの類型がある。 
 類型３―１ 事業者が業として行う提供の目的たる情報成果物の作成
の行為の全部又は一部を他の事業者に委託すること。 
（例） 
○ ソフトウェア開発業者が，消費者に販売するゲームソフトのプロ
グラムの作成を他のソフトウェア開発業者に委託すること。 
○ ソフトウェア開発業者が，ユーザーに提供する汎用アプリケーシ
ョンソフトの一部の開発を他のソフトウェア開発業者に委託する
こと。 
○ 放送事業者が，放送するテレビ番組の制作を番組制作業者に委託
すること。 
○ パッケージソフトウェア販売業者が，販売するソフトウェアの内
容に係る企画書の作成を他のソフトウェア業者に委託すること。 
○ 家電製品製造業者が，消費者に販売する家電製品に内蔵する制御
プログラムの開発をソフトウェア開発業者に委託すること。 
○ 家電製品製造業者が，消費者に販売する家電製品の取扱説明書の
内容の作成を他の事業者に委託すること。 
 

放送番組 （例） 
・コーナー番組 
・番組のタイトルＣＧ 
・ＢＧＭ等の音響データ 
・脚本 
・オリジナルテーマ曲の楽譜 

アニメーション （例） 
・セル画，背景美術等 
・ＢＧＭ等の音響データ 
・脚本 
・絵コンテ 
・キャラクターデザイン 
・オリジナルテーマ曲の楽譜 
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類型３－２ 事業者が業として請け負う作成の目的たる情報成果物の
作成の行為の全部又は一部を他の事業者に委託すること。 
（例） 
○ 広告会社が，広告主から制作を請け負うテレビＣＭを広告制作
業者に委託すること。 
○ ソフトウェア開発業者が，ユーザーから開発を請け負うソフト
ウェアの一部の開発を他のソフトウェア開発業者に委託するこ
と。 
○ デザイン業者が，作成を請け負うポスターデザインの一部の作
成を他のデザイン業者に委託すること。 
○ テレビ番組制作業者が，制作を請け負うテレビ番組のＢＧＭ等
の音響データの制作を他の音響制作業者に委託すること。 
○ テレビ番組制作業者が，制作を請け負うテレビ番組に係る脚本
の作成を脚本家に委託すること。 
○ 建築設計業者が，施主から作成を請け負う建築設計図面の作成
を他の建築設計業者に委託すること。 
○ 工作機械製造業者が，ユーザーから製造を請け負う工作機械に
内蔵するプログラムの開発をソフトウェア開発業者に委託するこ
と。 

 
類型３―３ 事業者がその使用する情報成果物の作成を業として行
う場合にその情報成果物の作成の行為の全部又は一部を他の事業者
に委託すること。 

 （例） 
○ 事務用ソフトウェア開発業者が，自社で使用する会計用ソフト
ウェアの一部の開発を他のソフトウェア開発業者に委託するこ
と。 
○ デザイン業者が，コンペ（試作競技）に参加するに当たり，デ
ザインの作成を他のデザイン業者に委託すること。 

 
 ４ 役務提供委託 
（１）「役務提供委託」とは，「事業者が業として行う提供の目的たる役務
の提供の行為の全部又は一部を他の事業者に委託すること（建設業（建
設業法（昭和二十四年法律第百号）第二条第二項に規定する建設業をい
う。）を営む者が業として請け負う建設工事（同条第一項に規定する建
設工事をいう。）の全部又は一部を他の建設業を営む者に請け負わせる
ことを除く。）」をいう（法第２条第４項）。 
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（２）「業として行う提供の目的たる役務」のうち「業として行う提供」と
は，反復継続的に社会通念上事業の遂行とみることができる程度に行っ
ている提供のことをいい，純粋に無償の提供であればこれに当たらな
い。また，「提供の目的たる役務」とは，委託事業者が他者に提供する
役務のことであり，委託事業者が自ら用いる役務はこれに該当しないの
で，自ら用いる役務を他の事業者に委託することは，法にいう「役務提
供委託」に該当しない。他の事業者に役務の提供を委託する場合に，そ
の役務が他者に提供する役務の全部若しくは一部であるか，又は自ら用
いる役務であるかは，取引当事者間の契約や取引慣行に基づき判断す
る。 

（３）役務提供委託の類型は，次のとおりである。 
類型４－１ 事業者が業として行う提供の目的たる役務の提供の行
為の全部又は一部を他の事業者に委託すること。 
（例） 
○ 貨物自動車運送業者が，請け負った貨物運送のうちの一部の経
路における運送を他の貨物自動車運送業者に委託すること。 
○ 貨物自動車運送業者が，貨物運送に併せて請け負った梱包を梱
包業者に委託すること。 
○ 貨物利用運送事業者が，請け負った貨物運送のうちの一部を他
の運送事業者に委託すること。 
○ 内航運送業者が，請け負う貨物運送に必要な船舶の運航を他の
内航運送業者又は船舶貸渡業者に委託すること。 
○ 自動車ディーラーが，請け負う自動車整備の一部を自動車整備
業者に委託すること。 
○ ビルメンテナンス業者が，請け負うメンテナンスの一部たるビ
ルの警備を警備業者に委託すること。 
○ 広告会社が，広告主から請け負った商品の総合的な販売促進業
務の一部の行為である商品の店頭配布をイベント会社に委託する
こと。 
○ ビル管理会社が，ビルオーナーから請け負うビルメンテナンス
業務をビルメンテナンス業者に委託すること。 
○ ソフトウェアを販売する事業者が，当該ソフトウェアの顧客サ
ポートサービスを他の事業者に委託すること。 

 
第３ 親事業者の書面交付の義務 
１ ３条書面の記載事項 
（１）３条書面に記載すべき事項は，「下請代金支払遅延等防止法第３条の

 （新設） 
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書面の記載事項等に関する規則」（以下「３条規則」という。）第１条
第１項に定められており，親事業者は，これらの事項について明確に記
載しなければならない。 
 親事業者は，製造委託等をした都度，３条規則第１条第１項に定めら
れた事項（以下「必要記載事項」という。）を３条書面に記載し，交付
する必要があるが，必要記載事項のうち，一定期間共通である事項
（例：支払方法，検査期間等）について，あらかじめこれらの事項を明
確に記載した書面により下請事業者に通知している場合には，これらの
事項を製造委託等をする都度交付する書面に記載することは要しない。
この場合，当該書面には，「下請代金の支払方法等については○年○月
○日付けで通知した文書によるものである」等を記載することにより，
当該書面と共通事項を記載した書面との関連性を明らかにする必要があ
る。 

（２）３条書面に記載する「下請代金の額」は，下請事業者の給付（役務提
供委託をした場合にあっては，役務の提供。以下同じ。）に対し支払う
べき代金の額であり，３条書面には具体的な金額を明確に記載すること
が原則であるが，３条規則第１条第２項に基づき，「具体的な金額を記
載することが困難なやむを得ない事情がある場合」には「具体的な金額
を定めることとなる算定方法」を記載することも認められている。この
算定方法は，下請代金の額の算定の根拠となる事項が確定すれば，具体
的な金額が自動的に確定することとなるものでなければならず，下請代
金の具体的な金額を確定した後，速やかに，下請事業者に通知する必要
がある。 

   「具体的な金額を記載することが困難なやむを得ない事情」があり，
具体的な金額ではなく「具体的な金額を定めることとなる算定方法」を
記載することが認められる場合とは，例えば，次のような場合である。 
○ 原材料費等が外的な要因により変動し，これに連動して下請代金の
額が変動する場合 
○ プログラム作成委託において，プログラム作成に従事した技術者の
技術水準によってあらかじめ定められている時間単価及び実績作業
時間に応じて下請代金の総額が支払われる場合 
○ 一定期間を定めた役務提供であって，当該期間における提供する役
務の種類及び量に応じて下請代金の額が支払われる場合（ただし，
提供する役務の種類及び量当たりの単価があらかじめ定められてい
る場合に限る。） 

（３）３条書面に記載する「下請事業者の給付の内容」とは，親事業者が下
請事業者に委託する行為が遂行された結果，下請事業者から提供される
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べき物品及び情報成果物（役務提供委託をした場合にあっては，下請事
業者から提供されるべき役務）であり，３条書面には，その品目，品
種，数量，規格，仕様等を明確に記載する必要がある。 
また，主に，情報成果物作成委託に係る作成過程を通じて，情報成果
物に関し，下請事業者の知的財産権が発生する場合において，親事業者
は，情報成果物を提供させるとともに，作成の目的たる使用の範囲を超
えて知的財産権を自らに譲渡・許諾させることを「下請事業者の給付の
内容」とすることがある。この場合は，親事業者は，３条書面に記載す
る「下請事業者の給付の内容」の一部として，下請事業者が作成した情
報成果物に係る知的財産権の譲渡・許諾の範囲を明確に記載する必要が
ある。 

 
２ ３条書面の交付の時期 
（１）親事業者は，下請事業者に対して製造委託等をした場合は，「直ち
に」書面を交付しなければならない。ただし，必要記載事項のうち「そ
の内容が定められないことにつき正当な理由があるものについては，そ
の記載を要しないものとし，この場合には，親事業者は，当該事項の内
容が定められた後直ちに，当該事項を記載した書面を下請事業者に交付
しなければならない」とされており，必要記載事項のうち，その内容が
定められないことについて正当な理由があり記載しない事項（以下「特
定事項」という。）がある場合には，これらの特定事項以外の事項を記
載した書面（以下「当初書面」という。）を交付した上で，特定事項の
内容が定まった後には，直ちに，当該特定事項を記載した書面（以下
「補充書面」という。）を交付しなければならない。また，これらの書
面については相互の関連性が明らかになるようにする必要がある。 

（２）「その内容が定められないことについて正当な理由がある」とは，取
引の性質上，製造委託等をした時点では必要記載事項の内容について決
定することができないと客観的に認められる理由がある場合であり，次
のような場合はこれに該当する。ただし，このような場合であっても，
親事業者は，特定事項がある場合には，特定事項の内容が定められない
理由及び特定事項の内容を定めることとなる予定期日を当初書面に記載
する必要がある。また，これらの特定事項については，下請事業者と十
分な協議をした上で，速やかに定めなくてはならず，定めた後は，「直
ちに」，当該特定事項を記載した補充書面を下請事業者に交付しなけれ
ばならない。 
○ ソフトウェア作成委託において，委託した時点では最終ユーザーが
求める仕様が確定しておらず，下請事業者に対する正確な委託内容
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を決定することができない等のため，「下請事業者の給付の内
容」，「下請代金の額」，「下請事業者の給付を受領する期日」又
は「受領場所」が定まっていない場合 
○ 広告制作物の作成委託において，委託した時点では制作物の具体的
内容が決定できない等のため，「下請事業者の給付の内容」，「下
請代金の額」又は「下請事業者の給付を受領する期日」が定まって
いない場合 
○ 修理委託において，故障箇所とその程度が委託した時点では明らか
でないため，「下請事業者の給付の内容」，「下請代金の額」又は
「下請事業者の給付を受領する期日」が定まっていない場合 
○ 過去に前例のない試作品等の製造委託であるため，委託した時点で
は，「下請事業者の給付の内容」又は「下請代金の額」が定まって
いない場合 
○ 放送番組の作成委託において，タイトル，放送時間，コンセプトに
ついては決まっているが，委託した時点では，放送番組の具体的な
内容については決定できず，「下請代金の額」が定まっていない場
合 

（３）親事業者は，製造委託等をした時点で，必要記載事項の内容について
決定できるにもかかわらず，これを決定せず，これらの事項の内容を記
載しない当初書面を交付することは認められない。また，下請代金の額
として「具体的な金額を定めることとなる算定方法」を３条書面に記載
することが可能である場合には，下請代金の額について「その内容が定
められないことについて正当な理由がある」とはいえず，３条書面に算
定方法を記載し，交付する必要がある。 

 
３ 電磁的方法による提供 
 親事業者は，法第３条第２項に基づき，３条書面の交付に代えて，電磁
的方法により，委託内容，下請代金の額等の必要記載事項の提供を行うこ
とが認められているが，この場合には，親事業者は下請事業者に対して，
事前に，電磁的方法の種類及び内容を示し，書面又は電磁的方法による承
諾を得なければならない。また，親事業者は，３条書面に代えて電磁的方
法による場合には，下請事業者に不利益を与えないようにするため，「下
請取引における電磁的記録の提供に関する留意事項」（平成１３年３月３
０日）を踏まえる必要がある。 

 
〈書面交付に係る違反行為事例〉 
① 緊急を要するため，親事業者が下請事業者に口頭（電話）で発注し，



 13 

その後，注文書を交付しない場合 
② 親事業者が下請事業者に対して，発注単価をコンピュータに登録して
これを帳票に印字する方法で書面を作成しているが，新規部品の製造委
託の発注時に，既に単価が決定しているにもかかわらずコンピュータに
は未登録のため，結果として書面に単価が表示されることなく発注する
場合 
③ 親事業者が下請事業者に対して，電子メールで発注することについて
下請事業者の事前の承諾を得ることなく，書面の交付に代えて電子メー
ルで発注する場合 
④ 親事業者は下請事業者に対して，原材料Ａ金属の加工を委託している
ところ，下請代金の額は，下請事業者が原材料Ａ金属を購入した日のＡ
金属○○市場の終値に使用した数量を乗じた金額に加工賃を加えて定め
られることとなっており，下請事業者に委託した時点では，下請事業者
が購入するＡ金属の終値が分からないので具体的金額を記載することが
できないとして算定方法を記載することが可能であるにもかかわらず，
当初書面に具体的金額も算定方法も記載せずに交付している場合  
⑤ 親事業者は下請事業者に対して，ユーザーから開発を請け負ったソフ
トウェアの一部のプログラムの作成を委託しているところ，委託した時
点では，ユーザーの求める仕様が確定しておらず，正確な仕様を決定す
ることができないため発注の内容及び下請代金の額を定めることができ
ないことを理由として，これらが確定するまで，書面を一切交付しない
場合 
 

第４ 親事業者の禁止行為 
 
１ 受領拒否 
（１）法第４条第１項第１号で禁止されている受領拒否とは，「下請事業者
の責に帰すべき理由がないのに，下請事業者の給付の受領を拒むこと」
である。 
ア 「給付の受領」とは，物品の製造又は修理委託においては，給付の
内容について検査をするかどうかを問わず，親事業者が下請事業者の給
付の目的物を受け取り，自己の占有下に置くことである。 
イ 情報成果物の作成委託における「給付の受領」とは，情報成果物を
記録した媒体がある場合には，給付の目的物として作成された情報成果
物を記録した媒体を自己の占有下に置くことであり，また，情報成果物
を記録した媒体がない場合には，当該情報成果物を自己の支配下に置く
ことであり，例えば，当該情報成果物が親事業者の使用に係る電子計算

第２ 親事業者の禁止事項 
 
１ 受領拒否 
（１）法第４条第 1 項第 1 号で禁止されている受領拒否とは，「下請事業者
の責に帰すべき理由がないのに，下請事業者の給付の受領を拒むこと」
である。 

   「受領」とは，給付の内容について検査をするかどうかを問わず，下
請事業者の給付の目的物を受け取り自己の占有下におくことである。 

   
 （新設） 
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機に備えられたファイルに記録されることである。 
ウ 「受領を拒む」とは，下請事業者の給付の全部又は一部を納期に受
け取らないことであり，納期を延期すること又は発注を取り消すことに
より発注時に定められた納期に下請事業者の給付の全部又は一部を受け
取らない場合も原則として受領を拒むことに含まれる。 

（２）「下請事業者の責に帰すべき理由」があるとして下請事業者の給付の受
領を拒むことが認められるのは，次のア及びイの場合に限られる。 

  ア 下請事業者の給付の内容が３条書面に明記された委託内容と異なる場
合又は下請事業者の給付に瑕疵等がある場合 

    なお，次のような場合には委託内容と異なること又は瑕疵等があるこ
とを理由として受領を拒むことは認められない。 

  （ア）３条書面に委託内容が明確に記載されておらず，又は検査基準が明
確でない等のため，下請事業者の給付の内容が委託内容と異なること
が明らかでない場合 

  （イ）検査基準を恣意的に厳しくして，委託内容と異なる又は瑕疵等があ
るとする場合 

 （ウ）取引の過程において，委託内容について下請事業者が提案し，確認
を求めたところ，親事業者が了承したので，下請事業者が当該内容に
基づき，製造等を行ったにもかかわらず，給付内容が委託内容と異な
るとする場合 
イ 下請事業者の給付が３条書面に明記された納期に行われない場合 

    なお，次のような場合には，納期遅れを理由として受領を拒むことは
認められない。 
（ア）３条書面に納期が明確に記載されていない等のため，納期遅れであ
ることが明らかでない場合 

（イ）下請事業者の給付について親事業者が原材料等を支給する場合にお
いて，親事業者の原材料等の支給が発注時に取り決めた引渡日より遅
れた場合 

（ウ）納期が下請事業者の事情を考慮しないで一方的に決定されたもので
ある場合 

 
〈製造委託，修理委託における違反行為事例〉 
 （事例 8－1に移動） 

 
 
 
 1－1 親事業者は，下請事業者に部品の製造を委託し，これを受けて下請事

 
 「受領を拒む」とは，下請事業者の給付の全部又は一部を納期に受け取
らないことであり，納期を延期すること又は発注を取り消すことにより
発注時に定められた納期に下請事業者の給付の全部又は一部を受け取ら
ない場合も原則として受領を拒むことに含まれる。 

（２）「下請事業者の責に帰すべき理由」があるとして下請事業者の給付の受
領を拒むことが認められるのは，次のア及びイの場合に限られる。 

  ア （同左） 
 
 
 
  （ア） （同左） 
 
 
  （イ） （同左） 
  
 （新設） 
 
 
 
 イ （同左） 
 
 
（ア） （同左） 
 
（イ） （同左） 
 
 
（ウ） （同左） 

 
 
〈違反行為事例〉 
 1－1 親事業者は，下請事業者に部品の製造を委託し，これを受けて下請事
業者が既に原材料等を調達しているにもかかわらず，輸出向け製品の売
行きが悪く製品在庫が急増したという理由で，下請事業者が要した費用
を支払うことなく，発注した部品の一部の発注を取り消した。 

 1－2 （同左） 
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業者が既に受注部品を完成させているにもかかわらず，自社の生産計画
を変更したという理由で，下請事業者に納期の延期を通知し，当初の納
期に受領しなかった。 

 1－2 親事業者は，下請事業者に部品の製造を委託し，これを受けて下請事
業者が生産を開始したところ，親事業者はその後設計変更したとして当
初委託した規格とは異なる規格のものを納付するよう指示した。この下
請事業者が既に完成させた旨を伝えると，親事業者は，当初委託した部
品は不要であるとして，同社が生産した部品の受領を拒否した。 

 1－3 親事業者は，当初，発注日の１週間後を納期としていたが急に発注日
から 2 日後に納入するよう下請事業者に申し入れた。下請事業者は，従
業員の都合がつかないことを理由に断ったが親事業者は下請事業者の事
情を考慮しないで一方的に納期を指示した。そこで下請事業者は，従業
員を残業させて間に合わせようと努めたが，期日までに納入できなかっ
た。親事業者は，納期遅れを理由に，下請事業者が生産した部品の受領
を拒否した。 

 
〈情報成果物作成委託において想定される違反行為事例〉 
 1－4 親事業者が下請事業者に放送番組の制作を委託し，下請事業者は放送
番組の作成を既に完了したところ，親事業者が指定した番組出演者に係
る不祥事が発生したことを理由として当該番組を放送しないこととし，
当該放送番組のＶＴＲテープを受領しない場合 

 1－5 親事業者（物品製造業者）が，下請事業者に対して設計図面の作成を
委託したが，自社製品の製造計画が変更になったとして当該設計図面を
受領しない場合 

 1－6 親事業者（広告会社）が，下請事業者に対して広告の制作を委託した
が，広告主の意向により，テレビ放送を用いた広告を行うことを取りや
めたため，既に下請事業者が制作したテレビＣＭのＶＴＲテープを受領
しない場合 

 

 
 
 
 1－3 （同左） 
  
  
 
 
 1－4 （同左） 
 
 
 
 
 
 
 
 （新設） 

２ 支払遅延 
（１）法第４条第１項第２号で禁止されている支払遅延とは，「下請代金を
支払期日の経過後なお支払わないこと」である。「支払期日」は法第２
条の２により，下請代金の支払期日は，「給付を受領した日（役務提供
委託の場合は，下請事業者がその委託を受けた役務の提供をした日。次
項において同じ。）から起算して，６０日の期間内において，かつ，で
きる限り短い期間内において，定められなければならない」とされてい
る。「支払期日」を計算する場合の起算日は「給付を受領した日」であ

 （新設） 
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ることから，納入以後に行われる検査や最終ユーザーへの提供等を基準
として支払期日を定める制度を採っている場合には，制度上支払遅延が
生じることのないよう，納入以後に要する期間を見込んだ支払制度とす
る必要がある。 
（２）物品の製造委託において，下請事業者が親事業者の指定する倉庫に製
造委託を受けた部品を預託し，親事業者は当該部品を倉庫から出庫し，
使用する方式を採用することがある。このような方式の下では，下請事
業者が，３条書面記載の受領日以前に，親事業者の指定する倉庫に製造
委託を受けた部品を預託する場合には，預託された日が支払期日の起算
日となる。しかし，例えば，下請事業者が倉庫に預託した部品のうち，
３条書面記載の納期日前に預託された部品については，親事業者又は倉
庫事業者を占有代理人として，下請事業者が自ら占有していることと
し，３条書面記載の納期日に，同記載の数量の部品の所有権が親事業者
に移転することがあらかじめ書面で合意されていれば，倉庫に預託した
部品のうち，３条書面記載の受領日前の預託数量については，実際の預
託日にかかわらず，３条書面記載の納期日（ただし，親事業者が当該納
期日前に出庫し，使用した場合にはおいては，出庫した日）に受領があ
ったものとして取り扱い，「支払期日」の起算日とする（ただし，この
ような方式の下では，支払遅延のほか，受領拒否，買いたたき等の規定
に抵触しないよう留意する必要がある。）。 
（３）また，情報成果物作成委託においては，親事業者が作成の過程で，委
託内容の確認や今後の作業についての指示等を行うために，情報成果物
を一時的に自己の支配下に置くことがある。親事業者が情報成果物を支
配下に置いた時点では，当該情報成果物が委託内容の水準に達し得るか
どうか明らかではない場合において，あらかじめ親事業者と下請事業者
との間で，親事業者が支配下に置いた当該情報成果物が一定の水準を満
たしていることを確認した時点で，給付を受領したこととすることを合
意している場合には，当該情報成果物を支配下に置いたとしても直ちに
「受領」したものとは取り扱わず，支配下に置いた日を「支払期日」の
起算日とはしない。ただし，３条書面に明記された納期日において，親
事業者の支配下にあれば，内容の確認が終わっているかどうかを問わ
ず，当該期日に給付を受領したものとして，「支払期日」の起算日とす
る。 
（４）役務提供委託にあっては，「支払期日」の起算日は，「下請事業者が
その委託を受けた役務の提供をした日（役務提供に日数を要する場合は
役務提供が終了した日）」であり，原則として，下請事業者が提供する
個々の役務に対して「支払期日」を設定する必要がある。ただし，個々
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の役務が連続して提供される役務であって，次の要件を満たすものにつ
いては，月単位で設定された締切対象期間の末日に当該役務が提供され
たものとして取り扱う。 
○ 下請代金の額の支払は，下請事業者と協議の上，月単位で設定され
る締切対象期間の末日までに提供した役務に対して行われることがあ
らかじめ合意され，その旨が３条書面に明記されていること。 
○ ３条書面において当該期間の下請代金の額が明記されていること，
又は下請代金の具体的な金額を定めることとなる算定方式（役務の種
類・量当たりの単価があらかじめ定められている場合に限る。）が明
記されていること。 
○ 下請事業者が連続して提供する役務が同種のものであること。 
 

〈製造委託，修理委託における違反行為事例〉 
 2－1 親事業者は，毎月末日納入締切，翌月末日支払とする支払制度を採っ
ていたが，検査完了をもって納入があったものとみなし，当月末日まで
に納入されたものであっても検査完了が翌月となった場合には翌月に納
入があったものとして計上していたため，一部の給付に対する下請代金
の支払が，下請事業者の給付を受領してから６０日を超えて支払われて
いた。 

 2－2 親事業者は，一部の材料について，緊急時の受注に対応するためとし
て，常に一定量を納入させこれを倉庫に保管し，同社が使用した分につ
いてのみ，下請代金の額として支払の対象とする使用高払方式を採って
いたため，納入されたものの一部について支払遅延が生じていた。 
 

〈情報成果物作成委託，役務提供委託において想定される違反行為事例〉 
 2－3 親事業者が，放送番組の制作を下請事業者に委託し，放送日を起算日
とする支払制度を採っているところ，放送が当初の予定日より遅れるな
どして受領日と放送日が開くことにより，納入後６０日を超えて支払が
行われる場合 

 2－4 親事業者が，毎月１本ずつ放送される放送番組の作成を下請事業者に
委託しているところ，下請事業者から数回分まとめて納入され，それを
受領したにもかかわらず，放送された放送番組に対して下請代金の額を
支払う制度を採用していたため，一部についての支払が納入後６０日を
超える場合 

 2－5 親事業者は，下請事業者にプログラムの作成を委託し，検収後支払を
行う制度を採用しているところ，納入されたプログラムの検査に３か月
を要したため，支払が納入後６０日を超える場合 
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 2－6 親事業者が，下請事業者に対してユーザー向けソフトウェアの開発を
委託しているが，ユーザーからの入金が遅れていることを理由として，
下請事業者に対して，あらかじめ定めた支払期日に下請代金を支払わな
い場合 

 
３ 下請代金の減額 
（１）法第４条第１項第３号で禁止されている下請代金の減額とは，「下請事
業者の責に帰すべき理由がないのに，下請代金の額を減ずること」であ
る。 

 
 
 
 
 
 
 
   下請代金の額を「減ずること」には，親事業者が下請事業者に対して， 
ア 消費税・地方消費税額相当分を支払わないこと。 
イ 下請代金の総額はそのままにしておいて，数量を増加させること。 
ウ 支払手段としてあらかじめ「手形支払」と定めているのを一時的に現
金で支払う場合において，手形払の場合の下請代金の額から短期の自社
調達金利相当額を超える額を差し引くこと。 
エ 下請事業者と合意することなく，下請代金を下請事業者の銀行口座へ
振り込む際の手数料を下請事業者に負担させ，下請代金から差し引くこ
と。 
等も含まれる。 

   なお，ボリュームディスカウント等合理的理由に基づく割戻金（例え
ば，親事業者が，一の下請事業者に対し，一定期間内に一定数量を超える
発注を達成した場合に，当該下請事業者が親事業者に支払うこととなる割
戻金）であって，あらかじめ，当該割戻金の内容を取引条件とすることに
ついて合意がなされ，その内容が書面化されており，当該書面における記
載と発注書面に記載されている下請代金の額とを合わせて実際の下請代金
の額とすることが合意されており，かつ，発注書面と割戻金の内容が記載
されている書面との関連付けがなされている場合には，当該割戻金は下請
代金の減額には当たらない。 

（２）「下請事業者の責に帰すべき理由」があるとして下請代金の額を減ずる
ことが認められるのは，次のア及びイの場合に限られる。 

２ 下請代金の減額 
（１）法第４条第１項第３号で禁止されている下請代金の減額とは，「下請事
業者の責に帰すべき理由がないのに，下請代金の額を減ずること」であ
る。 

   「下請代金の額」とは，下請事業者の給付に対し支払うべき代金の額で
あり，３条書面に明記すべきことになっている。なお，発注時に単価を確
定するのが困難である場合，例えば，試作品の製造を委託する場合，修理
委託であって，修理してみないと要する費用が算定できない場合等は，例
外的に仮単価での発注が認められるが，この場合は，３条書面に仮単価で
ある旨を明記するとともに，正式単価が確定したときは，直ちに下請事業
者に書面で交付する必要がある。 

   「減ずること」には，下請代金の総額はそのままにしておいて，数量を
増加させること，支払手段としてあらかじめ「手形支払」と定めているの
を一時的に現金で支払う場合において，手形払の場合の下請代金の額から
短期の自社調達金利相当額を超える額を差し引くことも含まれる。 

 
 
 

 

 

   なお，ボリュームディスカウント等合理的理由に基づく割戻金（例え
ば，親事業者が，一の下請事業者に対し，一定期間内に一定数量を超える
発注を達成した場合に，当該下請事業者が親事業者に支払うこととなる割
戻金）であって，あらかじめ，当該割戻金の内容を取引条件とすることに
ついて合意がなされ，その内容が書面化されており，当該書面における記
載と発注書面に記載されている下請代金の額とを合わせて実際の下請代金
の額とすることが合意されており，かつ，発注書面と割戻金の内容が記載
されている書面との関連付けがなされている場合には，当該割戻金は下請
代金の減額には当たらない。 

（２）「下請事業者の責に帰すべき理由」があるとして下請代金の額を減ずる
ことが認められるのは，次のア及びイの場合に限られる。 
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  ア 「１ 受領拒否」（２）又は「４ 返品」（２）にいう下請事業者の
責に帰すべき理由があるとして，下請事業者の給付の受領を拒んだ場合
又は下請事業者の給付を受領した後その給付に係るものを引き取らせた
場合（減ずる額は，その給付に係る下請代金の額に限られる。） 

  イ 「１ 受領拒否」（２）又は「４ 返品」（２）にいう下請事業者の
責に帰すべき理由があるとして受領を拒むこと又は給付を受領した後そ
の給付に係るものを引き取らせることができるのに，下請事業者の給付
を受領し，又はこれを引き取らせなかった場合において，委託内容に合
致させるために親事業者が手直しをした場合又は瑕疵等の存在若しくは
納期遅れによる商品価値の低下が明らかな場合（減ずる額は，客観的に
相当と認められる額に限られる。） 

 
〈製造委託，修理委託における違反行為事例〉 
 3－1 親事業者は，下請事業者から納品される部品を使って製作した製品を
国内向け及び輸出向けに販売しているところ，輸出向けの製品に用いる
部品については，「輸出特別処理」と称して，発注価格（国内向け製品
に用いる部品の発注価格と同一）から一定額を差し引いて下請代金を支
払った。 

 3－2 親事業者は，「製品を安値で受注した」との理由であらかじめ定めら
れた下請代金からー定額を減額した。 

 3－3 親事業者は，４月と１０月との年２回，下請単価の改定を行っている
ところ，従来は，単価改定時の２か月前頃から改定交渉を開始していた
が，上記の単価改定については，需要見通し作業が遅れたため下請事業
者への発注量が決まらず，このため下請事業者との単価改定交渉の開始
が遅れ，単価の引下げについての合意をみたのが，新決算期に入った４
月２０日であった。引下げ後の新単価は，合意日(４月２０日）以降に
発注する分について適用すべきであるところ，同社は合意日前に発注し
た分について新単価を適用することにより旧単価と新単価の差額分を減
額した。 

 （削除） 
 
 
 
  
  3－4 親事業者は，１か月分の下請代金を納品締切日（月末）から９０日後
に現金で支払っていたが，下請法違反であるとの指摘を受け，６０日間
早めて翌月末に支払うこととした。同社は，その後，支払期間を早めた

  ア 1（２）又は３（２）にいう下請事業者の責に帰すべき理由があると
して，下請事業者の給付の受領を拒んだ場合，又は下請事業者の給付を
受領した後その給付に係るものを引き取らせた場合（減ずる額は，その
給付に係る下請代金の額に限られる。） 

  イ １（２）又は３（２）にいう下請事業者の責に帰すべき理由があると
して受領を拒むこと又は給付を受領した後その給付に係るものを引き取
らせることができるのに，下請事業者の給付を受領し，又はこれを引き
取らせなかった場合において，委託内容に合致させるために親事業者が
手直しをした場合又は瑕疵等の存在若しくは納期遅れによる商品価値の
低下が明らかな場合（減ずる額は，客観的に相当と認められる額に限ら
れる。） 

 
〈違反行為事例〉 
 2－1 （同左） 
 
 
 
 
 2－2 （同左） 
  
 2－3 （同左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 2－4 親事業者は，下請事業者との間で下請単価を決める交渉をしていた
が，発注時までに決まらないという理由のみで，仮単価を必要とする特
段の理由がないにもかかわらず，３条書面には従来の単価をそのまま仮
単価として記載して発注し，その後これよりも低い単価を決め，この単
価で算定した下請代金を支払った。 

 2－5 （同左） 
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ことを理由として下請代金から一定額を減じて支払った。 
 3－5 親事業者は，サイト１２０日の手形を交付することによって下請代金
を支払っていたが，支払期日に現金での支払を希望する下請事業者に対
しては，下請代金から親事業者の短期の調達金利相当額を超える額を割
引料として減じて支払った。 

 3－6 親事業者は，自社工場が水害を被ったことを理由に損害回復協力金と
して下請代金から一定額を６か月間にわたって減額した。 

 3－7 親事業者は，月末納品締切翌月末現金支払で下請代金を支払っている
ところ，業界他社は４か月(１２０日）サイトの手形で支払っていると
して，下請代金からー定額を差し引いて支払った。 

 3－8 親事業者は，当初，発注日の１週間後を納期としていたが，急に発注
日から 2 日後に納入するよう下請事業者に申し入れた。下請事業者は，
従業員の都合がつかないことを理由に断ったが，親事業者は下請事業者
の事情を考慮しないで一方的に納期を指示した。そこで下請事業者は，
従業員を残業させて間に合わせようと努めたが，期日までに納入できな
かった。下請事業者がその翌日納品したところ，親事業者は受領した
が，納期遅れを理由として下請代金を減額した。 

 3－9 親事業者は，販売拡大と新規販売ルートの獲得を目的としたキャンペ
ーンの実施に際し，下請事業者に対して，下請代金の総額はそのままに
して，現品を添付させて納入数量を増加させることにより，下請代金を
減額した。 

 
〈情報成果物作成委託，役務提供委託において想定される違反行為事例〉 
 3－10 親事業者が，下請事業者との間で毎月の役務の提供に対して下請代
金を支払うこととしているところ，契約を改定することにより，単価の
引下げを行い，引き下げられた単価をさかのぼって適用し，当初の単価
で計算された下請代金と新単価で計算された下請代金との差額を翌月の
下請代金の支払から一括して差し引く場合 

 3－11 親事業者が，下請事業者との間で年間の役務提供契約を締結してい
るところ，年度末に，年間の一定の期間についてその期間は契約の対象
外であったことにする旨の通知を行い，季節協力金という名目で下請代
金から差し引く場合 

 3－12 親事業者が，下請事業者に対して運送委託を行っており，運賃につ
いては，発注書面に記載した単価表によって定めているところ，発注書
面に記載している単価表を改定し，当初の単価で計算された下請代金と
新単価で計算された下請代金との差額を翌月の下請代金の支払から一括
して差し引く場合 

 
 2－6 （同左） 
 
 
 
 2－7 （同左） 
 
 2－8 （同左） 
 
 
 2－9 （同左） 
 
 
 
 
 
 
 （新設） 
 
 
 
 
 （新設） 
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 3－13 親事業者が，一定期間に運ぶ荷物の量にかかわらず一定額の代金を
支払う契約を運送事業者と結んでいるところ，運ぶべき荷物が減少した
ため，実際の支払については荷物の量に応じた方式に基づいて算定する
こととし，当初の下請代金の額を下回る額を支払う場合 

 3－14 親事業者が，下請事業者に対してプログラムの作成を委託している
ところ，作業の途中で当初指示した仕様の変更を申し入れ，下請事業者
は，プログラマーの都合がつかないことを理由に断ったが，親事業者は
一方的に仕様を変更し，下請事業者は残業してこの変更に対応しようと
したが納期に間に合わず，親事業者が納期遅れを理由として下請代金か
ら減額を行う場合 

 3－15 親事業者が，自ら請け負った運送を下請事業者に再委託し，運送中
の荷物が毀損したので荷主から損失の補償を求められていると称して，
損害額の算定根拠を明らかにしないまま，代金から毀損額を上回る一定
額を差し引いている場合 

 3－16 新商品の総合的な販売促進業務を請け負った親事業者が，下請事業
者に対してポスターに使用するデザインの作成を委託したが，親事業者
が他の事業者に委託した他の販売促進にかかる経費に予定よりも多く出
費したため，予算が無いことを理由として下請代金の減額を行った場合 

 
４ 返品 
（１）法第４条第１項第４号で禁止されている返品とは，「下請事業者の責に
帰すべき理由がないのに，下請事業者の給付を受領した後，下請事業者に
その給付に係る物を引き取らせること」である。 

（２）「下請事業者の責に帰すべき理由」があるとして，下請事業者の給付を
受領した後に下請事業者にその給付に係る物を引き取らせることが認めら
れるのは，下請事業者の給付の内容が３条書面に明記された委託内容と異
なる場合若しくは下請事業者の給付に瑕疵等がある場合において，当該給
付を受領後速やかに引き取らせる場合又は給付に係る検査をロット単位の
抜取りの方法により行っている継続的な下請取引の場合において当該給付
受領後の当該給付に係る下請代金の最初の支払時までに引き取らせる場合
に限られる。ただし，給付に係る検査をロット単位の抜取りの方法により
行っている継続的な下請取引の場合において当該給付受領後の当該給付に
係る下請代金の最初の支払時までに引き取らせる場合にあっては，あらか
じめ，当該引取りの条件について合意がなされ，その内容が書面化され，
かつ，当該書面と発注書面との関連付けがなされていなければならない。 

    
   なお，次のような場合には委託内容と異なること又は瑕疵等があること

３ 返品 
（１） （同左） 
 
 
（２）「下請事業者の責に帰すべき理由」があるとして，下請事業者の給付を
受領した後に下請事業者にその給付に係る物を引き取らせることが認めら
れるのは，下請事業者の給付の内容が３条書面に明記された委託内容と異
なる場合若しくは下請事業者の給付に瑕疵等がある場合において，当該給
付を受領後速やかに引き取らせる場合又は給付に係る検査をロット単位の
抜取りの方法により行っている継続的な下請取引の場合において当該給付
受領後の当該給付に係る下請代金の最初の支払時までに引き取らせる場合
に限られる。ただし，給付に係る検査をロット単位の抜取りの方法により
行っている継続的な下請取引の場合において当該給付受領後の当該給付に
係る下請代金の最初の支払時までに引き取らせる場合にあっては，あらか
じめ，当該引取りの条件について合意がなされ，その内容が書面化されて
おり，かつ，当該書面と発注書面との関連付けがなされていなければなら
ない。 

   なお，次のような場合には委託内容と異なること又は瑕疵等があること
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を理由として下請事業者にその給付に係るものを引き取らせることは認め
られない。 
ア ３条書面に委託内容が明確に記載されておらず，又は検査基準が明確
でない等のため，下請事業者の給付の内容が委託内容と異なることが
明らかでない場合 
イ 検査基準を恣意的に厳しくして，委託内容と異なる又は瑕疵等がある
とする場合 
ウ 給付に係る検査を下請事業者に文書により明確に委任している場合に
おいて当該検査に明らかな手落ちの認められる給付について，受領後
６か月を経過した場合 
エ 委託内容と異なること又は瑕疵等のあることを直ちに発見することが
できない給付について，受領後６か月（下請事業者の給付を使用した
親事業者の製品について一般消費者に対し６か月を超える保証期間を
定めている場合においては，それに応じて最長１年）を経過した場合 

 
〈製造委託，修理委託における違反行為事例〉 
 4－1 親事業者は，自己のブランドを付した衣料品を下請事業者に作らせ納
入させているところ，シーズン終了時点で売れ残った分を下請事業者に
引き取らせた。 

 4－2 親事業者は，染加工を下請事業者に委託しているところ，下請事業者
の納品したものをいったん受領した後，以前には問題としていなかった
ような色むらを指摘して，下請事業者に引き取らせた。 

 4－3 親事業者は，下請事業者から納入された機械部品を受領し，１０か月
後に瑕疵があるとの理由で下請事業者にこれを引き取らせた。 
 
〈情報成果物作成委託において想定される違反行為事例〉 
4－4 親事業者が，下請事業者から受領した放送番組について，毎週継続的
に放送する予定であったが，視聴率が低下したことを理由として放送
を打ち切り，納入された放送番組が記録されたＶＴＲテープを下請事
業者に引き取らせる場合 

を理由として下請事業者にその給付に係るものを引き取らせることは認め
られない。 

  (ｱ)  （同左） 
 
 
  (ｲ)  （同左） 
 
  (ｳ)  （同左） 
 
 
  (ｴ)  委託内容と異なること又は瑕疵等のあることを直ちに発見すること
ができない給付について，受領後６か月（下請事業者の給付を使用し
た親事業者の製品について一般消費者に対し６か月を超える保証期間
を定めている場合においては最長１年）を経過した場合 

 
〈違反行為事例〉 
 3－1 （同左） 
 
 
 3－2 （同左） 
 
 
 3－3 （同左） 
 
 
 （新設） 
 
 
 
 
 

５ 買いたたき 
（１）法第４条第１項第５号で禁止されている買いたたきとは，「下請事業者
の給付の内容と同種又は類似の内容の給付に対し通常支払われる対価に比
し著しく低い下請代金の額を不当に定めること」である。 

   「通常支払われる対価」とは，当該給付と同種又は類似の給付について
当該下請事業者の属する取引地域において一般に支払われる対価（以下

４ 買いたたき 
（１）法第４条第１項第５号で禁止されている買いたたきとは，「下請事業者
の給付の内容と同種又は類似の内容の給付に対し通常支払われる対価に比
し著しく低い下請代金の額を不当に定めること」である。 

   「通常支払われる対価」とは，当該給付と同種又は類似の給付について
当該下請事業者の属する取引地域において一般に支払われる対価（以下
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「通常の対価」という。）をいう。ただし，通常の対価を把握することが
できないか又は困難である給付については，例えば，当該給付が従前の給
付と同種又は類似のものである場合には，従前の給付に係る単価で計算さ
れた対価を通常の対価として取り扱う。 

   買いたたきに該当するか否かは，下請代金の額の決定に当たり下請事業
者と十分な協議が行われたかどうか等対価の決定方法，差別的であるかど
うか等の決定内容，通常の対価と当該給付に支払われる対価との乖離状況
及び当該給付に必要な原材料等の価格動向等を勘案して総合的に判断す
る。 

（２）次のような方法で下請代金の額を定めることは，買いたたきに該当する
おそれがある。 

  ア 多量の発注をすることを前提として下請事業者に見積りをさせ，その
見積価格の単価を少量の発注しかしない場合の単価として下請代金の額
を定めること。 

  イ 一律に一定比率で単価を引き下げて下請代金の額を定めること。 
  ウ 親事業者の予算単価のみを基準として，一方的に通常の対価より低い
単価で下請代金の額を定めること。 

  エ 合理的な理由がないにもかかわらず特定の下請事業者を差別して取り
扱い，他の下請事業者より低い下請代金の額を定めること。 

  オ 同種の給付について，特定の地域又は顧客向けであることを理由に，
通常の対価より低い単価で下請代金の額を定めること。 
 
〈製造委託，修理委託における違反行為事例〉 
 5－1 親事業者は，単価の決定に当たって，下請事業者に１個，５個及び１
０個製作する場合の見積書を提出させた上，１０個製作する場合の単価
（この単価は１個製作する場合の通常の対価を大幅に下回るものであっ
た。）で１個発注した。 

 5－2 親事業者は，国際競争力を強化するためにはコストダウンをする必要
があるとして主要な部品について一律に一定率引き下げた額を下請単価
と定めたため，対象部品の一部の単価は通常の対価を大幅に下回るもの
となった。 

 5－3 親事業者は，下請代金の額を定めずに部品を発注し，納品された後に
下請事業者と協議することなく,通常の対価相当と認められる下請事業
者の見積価格を大幅に下回る単価で下請代金の額を定めた。 

 5－4 親事業者は，下請事業者との間で単価等の取引条件については年間取
決めを行っているが，緊急に短い納期で発注する場合は別途単価を決め
ることとしていた。親事業者は，週末に発注し週明け納入を指示した。

「通常の対価」という。）をいう。ただし，通常の対価を把握することが
できないか又は困難である給付については，例えば，当該給付が従前の給
付と同種又は類似のものである場合には，従前の給付に係る単価で計算さ
れた対価を通常の対価として取り扱う。 

   買いたたきに該当するか否かは，下請代金の額の決定に当たり下請事業
者と十分な協議が行われたかどうか等対価の決定方法，差別的であるかど
うか等の決定内容，通常の対価と当該給付に支払われる対価との乖離状況
及び当該給付に必要な原材料等の価格動向等を勘案して総合的に判断する
こととする。 

（２） （同左） 
 
  ア （同左） 
 
 
  イ （同左） 
  ウ （同左） 
 
  エ （同左） 
 
  オ （同左） 
 
 
〈違反行為事例〉 
 4－1 親事業者は，単価の決定に当たって，下請事業者に１個，５個及び１
０個製作する場合の見積書を提出させた上,１０個製作する場合の単価
（この単価は通常の対価を大幅に下回るものであった。）で１個発注し
た。 

 4－2 （同左） 
 
 
 
 4－3 （同左） 
 
 
 4－4 （同左） 
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下請事業者は，深夜勤務，休日出勤により納期に間に合わせ，当該加工
費用は人件費が相当部分を占めることから年間取決め単価に深夜・休日
勤務相当額を上乗せした下請単価で見積書を提出した。しかし，親事業
者は，下請事業者と十分な協議をすることなく，一方的に，通常の対価
相当と認められる下請事業者の見積価格を大幅に下回る年間取決め単価
で下請代金の額を定めた。 

 5－5 親事業者は，従来，週一回であった配送を毎日に変更するよう下請事
業者に申し入れた。下請事業者は，配送頻度が大幅に増加し，これに伴
って１回当たりの配送量が小口化した場合は，運送費等の費用がかさむ
ため従来の配送頻度の場合の下請単価より高い単価になるとしてこの単
価で見積書を提出した。しかし，親事業者は，下請事業者と十分な協議
をすることなく，一方的に，通常の対価相当と認められる下請事業者の
見積価格を大幅に下回る単価で下請代金の額を定めた。 
 
〈情報成果物作成委託，役務提供委託において想定される違反行為事例〉 
 5－6 親事業者が，荷主から前年比５％の運送料金の引下げ要請があったこ
とを理由として，下請事業者と協議することなく，一方的に前年から
５％引き下げた単価を定める場合 

 5－7 親事業者は，自ら作成・販売するゲームソフトを構成するプログラム
の作成を，下請事業者に対して下請代金の額を定めずに委託したとこ
ろ，当該プログラムの受領後に，下請事業者と十分に協議をすること
なく，通常の対価を大幅に下回る下請代金の額を定める場合 

 5－8 親事業者が，下請事業者と年間運送契約を結んでおり，双方に異議の
ない場合は自動更新されることとなっていたところ，年度末の契約の
更新の直前に，人件費，燃料費等について大幅な変更がないのに，翌
年度の契約書であるとして前年に比べて大幅に単価を引き下げた運送
契約書を下請事業者に送付し，下請事業者と十分な協議をすることな
く，一方的に下請代金の額を定める場合 

 5－9 親事業者が，下請事業者との年間運送契約において荷物の積み下ろし
作業は親事業者が行うものとしていたが，これを下請事業者が行うこ
ととし，変更を通知したところ，下請事業者は，こうした作業を行う
ためには従来の運送料金では対応できないとして下請代金の改定を求
める見積書を提出したにもかかわらず，親事業者は下請事業者と十分
な協議をすることなく，従来どおりに価格を据え置く場合 

 5－10 親事業者が，制作を委託した放送番組について，下請事業者が有する
著作権を親事業者に譲渡させることとしたが，その代金は下請代金に
含まれているとして，下請事業者と著作権の対価にかかる十分な協議

 
 
 
 
 
 
 4－5 （同左） 
 
 
 
 
 
 
 
 （新設） 
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を行わず，通常の対価を大幅に下回る下請代金の額を定める場合 
 
６ 購入・利用強制 
（１）法第４条第１項第６号で禁止されている購入・利用強制とは，「下請事
業者の給付の内容を均質にし，又はその改善を図るため必要がある場合そ
の他正当な理由がある場合を除き，自己の指定する物を強制して購入さ
せ，又は役務を強制して利用させること」により，下請事業者にその対価
を負担させることである。 

   「自己の指定する物」とは，原材料等だけでなく,親事業者又は関連会
社等が販売する物であって，下請事業者の購入の対象として特定した物が
すべて含まれる。また，「役務」とは，親事業者又は関連会社等が提供す
るものであって，下請事業者の利用の対象となる役務がすべて含まれる。 
   「強制して」購入させる又は利用させるとは，物の購入又は役務の利用
を取引の条件とする場合，購入又は利用しないことに対して不利益を与え
る場合のほか，下請取引関係を利用して，事実上，購入又は利用を余儀な
くさせていると認められる場合も含まれる。 

（２）次のような方法で下請事業者に自己の指定する物の購入又は役務の利用
を要請することは，購入・利用強制に該当するおそれがある。 

  ア 購買・外注担当者等下請取引に影響を及ぼすこととなる者が下請事業
者に購入又は利用を要請すること。 

  イ 下請事業者ごとに目標額又は目標量を定めて購入又は利用を要請する
こと。 

  ウ 下請事業者に対して，購入又は利用しなければ不利益な取扱いをする
旨示唆して購入又は利用を要請すること。 

  エ 下請事業者が購入若しくは利用する意思がないと表明したにもかかわ
らず，又はその表明がなくとも明らかに購入若しくは利用する意思がな
いと認められるにもかかわらず，重ねて購入又は利用を要請すること。 

  オ 下請事業者から購入する旨の申出がないのに，一方的に物を下請事業
者に送付すること。 

 
〈製造委託，修理委託における違反行為事例〉 
 6－1 親事業者は，自社製品のセールスキャンペーンに当たり，各工場の購
買・外注担当部門等を通じて下請事業者に対し，下請事業者ごとに目標
額を定めて，自社製品の購入を要請し，購入させた。 

 6－2 親事業者は，自社製品拡販運動を実施するに当たり，自社工場入口に
「当社製車両以外構内乗入れは御遠慮下さい。」と表示した看板を立
て，下請事業者が納入のため他社製車両で乗り入れる都度「他社製車両

５ 購入強制 
（１） 法第４条第１項第６号で禁止されている購入強制とは，「下請事業者
の給付の内容を均質にし，又はその改善を図るため必要がある場合その他
正当な理由がある場合を除き，自己の指定する物を強制して購入させるこ
と」である。 

   「自己の指定する物」とは，原材料等だけでなく,親事業者又は関連会
社等が販売する物であって，下請事業者の購入の対象として特定した物が
すべて含まれる。 

   「強制して購入させる」とは，購入を取引の条件とする場合，購入しな
いことに対して不利益を与える場合のほか，下請取引関係を利用して，事
実上，購入を余儀なくさせていると認められる場合も含まれる。 

 
 
 
（２）次のような方法で下請事業者に自己の指定する物の購入を要請すること
は，購入強制に該当するおそれがある。 

  ア 購買・外注担当者等下請取引に影響を及ぼすこととなる者が下請事業
者に購入を要請すること。 

  イ 下請事業者ごとに目標額又は目標量を定めて購入を要請すること。 
 
  ウ 下請事業者に対して，購入しなければ不利益な取扱いをする旨示唆し
て購入を要請すること。 

  エ 下請事業者が購入する意思がないと表明したにもかかわらず，又はそ
の表明がなくとも明らかに購入する意思がないと認められるにもかかわ
らず，重ねて購入を要請すること。 

  オ 下請事業者から購入する旨の申出がないのに，一方的に下請事業者に
送付すること。 

 
〈違反行為事例〉 
 5－1 （同左） 
 
 
 5－2 親事業者は，自社製品拡販運動を実施するに当たり，自社工場入口に
「自社製車両以外構内乗入れは御遠慮下さい。」と表示した看板を立
て，下請事業者が納入のため他社製車両で乗り入れる都度「他社製車両
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乗入れ願」を提出させるとともに，納入カード・納品書に「納入は当社
の車でお願いします。」と表示して，下請事業者に自社製車両の購入を
要請し，購入させた。 

 6－3 親事業者は，自社製品の販促キャンペーンを実施するに当たり，下請
事業者も販売の対象とし，購買・外注担当者を通じて下請事業者に自社
製品の購入を再三要請し，購入させた。 

 6－4 親事業者は，自社の取扱部品の販売キャンペーンとして，購買・外注
担当者と協力工場との会議の席上及び協力工場の製品納入時に，当該部
品の販売先の紹介を要請するとともに，下請事業者の紹介先の購入実績
を購買・外注窓口に貼り出すこと等により，紹介先のない下請事業者に
自ら購入することを余儀なくさせた。 

 6－5 親事業者は，物品の製造委託をする際に，３条書面に代えて，インタ
ーネットのウェッブサイトを利用した方法としたところ，下請事業者に
対して，既に契約しているインターネット接続サービス提供事業者によ
っても受発注が可能であるにもかかわらず，自ら指定するインターネッ
ト接続サービス提供事業者と契約しなければ，今後，製造委託をしない
旨を示唆し，既に契約しているインターネット接続サービス提供事業者
との契約を解除させ，当該事業者と契約させた。 

 6－6 親事業者は，下請事業者に対し，自ら指定するリース会社から工作機
械のリース契約を締結するよう要請したところ，下請事業者は既に同等
の性能の工作機械を保有していることから，リース契約の要請を断った
にもかかわらず，再三要請し，リース会社とのリース契約を締結させ
た。 
 
〈情報成果物作成委託，役務提供委託において想定される違反行為事例〉 
 6－7 親事業者が，自社に出資している保険会社が扱っている船舶保険への
加入を船舶貸渡契約を結んでいる貸渡業者に対して要請し，貸渡業者
は既に別の保険会社の船舶保険に加入しているため，断りたい事情に
あるにもかかわらず，度々要請し，貸渡業者に親事業者の薦める保険
に加入させる場合 

 6－8 親事業者は，下請事業者に対して放送番組の作成を委託しているとこ
ろ，自社の関連会社が制作した映画等のイベントチケットの購入を数
百枚単位であらかじめ下請事業者ごとに枚数を定めて割り振り，下請
事業者に購入させる場合 

 6－9 広告会社である親事業者が，広告制作会社に年始の名刺広告への参加
を要請したのに対して，名刺広告の効果を把握するために参加した
が，効果が乏しく，翌年以降は参加しない旨を親事業者に伝えていた

乗入れ願」を提出させるとともに，納入カード・納品書に「納入は当社
の車でお願いします。」と表示して，下請事業者に自社製車両の購入を
要請し，購入させた。 

 5－3 （同左） 
 
 
 5－4 （同左） 
 
 
 
 
 （新設） 
 
 
 
 
 
 
 （新設） 
 
 
 
 
 （新設） 
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にもかかわらず，翌年から年末になると参加を前提として申込書を送
付し，再三参加を要請することにより，当該名刺広告に参加すること
を余儀なくさせる場合 

 6－10 家庭用電気製品製造・販売事業者の物流子会社である親事業者が，
下請事業者である運送事業者に対して毎年末にノルマを定めて家庭用
電気製品製造・販売事業者の取扱い商品の購入を要請し，今後の契約
を懸念した下請事業者に当該商品を購入させる場合 

 
７ 不当な経済上の利益の提供要請 
（１）法第４条第２項第３号で禁止される不当な経済上の利益の提供要請と
は，親事業者が下請事業者に対して「自己のために金銭，役務その他の経
済上の利益を提供させること」により，「下請事業者の利益を不当に害」
することである。 

（２）「金銭，役務その他の経済上の利益」とは，協賛金，協力金等の名目の
いかんを問わず，下請代金の支払とは独立して行われる金銭の提供，作業
への労務の提供等を含むものである。 
親事業者が下請事業者に「経済上の利益」の提供を要請する場合に
は，当該「経済上の利益」を提供することが製造委託等を受けた物品等の
販売促進につながるなど下請事業者にとっても直接の利益となる場合もあ
り得る。「経済上の利益」が，その提供によって得ることとなる直接の利
益の範囲内であるものとして，下請事業者の自由な意思により提供する場
合には，「下請事業者の利益を不当に害」するものであるとはいえない。 
他方，親事業者と下請事業者との間で，負担額及びその算出根拠，使
途，提供の条件等について明確になっていない「経済上の利益」の提供等
下請事業者の利益との関係が明らかでない場合，親事業者の決算対策等を
理由とした協賛金等の要請等下請事業者の直接の利益とならない場合は，
法第４条第２項第３号に該当する。 

（３）また，親事業者が，「６ 購入・利用強制」（２）のような方法で，下
請事業者に経済上の利益の提供を要請することは，法第４条第２項第３号
に該当するおそれがある。 

（４）情報成果物等の作成に関し，下請事業者の知的財産権が発生する場
合において，親事業者が，委託した情報成果物等に加えて，無償で，作
成の目的たる使用の範囲を超えて当該知的財産権を親事業者に譲渡・許諾
させることは，法第４条第２項第３号に該当する。 
 
〈想定される違反行為事例〉 
 7－1 親事業者が，下請事業者に対して年度末の決算対策として，協賛金の

 （新設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 28 

提供を要請し，親事業者の指定した銀行口座に振込みを行わせている場
合 

 7－2 親事業者が，船内荷役，清掃等の作業は契約により荷主又は親事業者
の負担であるとされているにもかかわらず，下請事業者である船舶貸渡
業者にその一部を手伝わせる場合 

 7－3 親事業者が，自らが貨物自動車運送事業の免許を有し，顧客から商品
の配送を請け負っている大規模小売事業者であるところ，荷物の配送を
委託している下請事業者に対して，店舗の営業の手伝いのために従業員
の派遣を行わせる場合 

 7－4 ソフトウェアの作成を下請事業者に委託している親事業者が，下請事
業者の従業員を親事業者の事業所に常駐させ，実際には当該下請事業者
への発注とは無関係の事務を行わせている場合  

 7－5 親事業者が，下請事業者に金型の製造を委託しているところ，外国で
製造した方が金型の製造単価が安いことから，下請事業者が作成した金
型の図面，加工データ等を外国の事業者に渡して，当該金型を製造させ
るため，下請事業者が作成した図面，加工データ等を対価を支払わず，
提出させる場合 

 7－6 親事業者が，下請事業者にデザイン画の作成を委託し，下請事業者は
ＣＡＤシステムで作成したデザイン画を提出したが，後日，委託内容に
ないデザインの電磁的データについても，対価を支払わず，提出させる
場合 

 

 
 
 

８ 不当な給付内容の変更及び不当なやり直し 
（１）法第４条第２項第４号で禁止されている不当な給付内容の変更及び不当
なやり直しとは，親事業者が下請事業者に対して「下請事業者の責めに帰
すべき理由がないのに，下請事業者の給付の内容を変更させ，又は受領後
に（役務提供委託の場合は，下請事業者がその委託を受けた役務の提供を
した後に）給付をやり直させること」により，「下請事業者の利益を不当
に害」することである。 

（２）「下請事業者の給付の内容を変更させること」とは，給付の受領前に，
３条書面に記載されている委託内容を変更し，当初の委託内容とは異なる
作業を行わせることである。また，「受領後に給付をやり直させること」
とは，給付の受領後に，給付に関して追加的な作業を行わせることであ
る。こうした給付内容の変更ややり直しによって，下請事業者がそれまで
に行った作業が無駄になり，あるいは下請事業者にとって当初の委託内容
にはない追加的な作業が必要となった場合に，親事業者がその費用を負担
しないことは「下請事業者の利益を不当に害」することとなるものであ

 （新設） 
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る。 
   やり直し等のために必要な費用を親事業者が負担するなどにより，下請
事業者の利益を不当に害しないと認められる場合には，不当な給付内容の
変更及び不当なやり直しの問題とはならない。 

（３）「下請事業者の責めに帰すべき理由」があるとして，親事業者が費用を
全く負担することなく，下請事業者に対して給付の内容を変更させること
が認められるのは，下請事業者の要請により給付の内容を変更する場合，
若しくは給付を受領する前に親事業者が下請事業者の給付の内容を確認し
たところ，下請事業者の給付の内容が３条書面に明記された委託内容とは
異なること又は下請事業者の給付に瑕疵等があることが合理的に判断され
る場合に限られる。また，「下請事業者の責めに帰すべき理由」があると
して，親事業者が費用を全く負担することなく，受領後に給付をやり直さ
せることが認められるのは，下請事業者の給付の内容が３条書面に明記さ
れた委託内容と異なる場合又は下請事業者の給付に瑕疵等がある場合に限
られる。 
 なお，次の場合には，親事業者が費用の全額を負担することなく，下請
事業者の給付の内容が委託内容と異なること又は瑕疵等があることを理由
として給付内容の変更又はやり直しを要請することは認められない。 
ア 下請事業者の給付の受領前に，下請事業者から委託内容を明確にする
よう求めがあったにもかかわらず親事業者が正当な理由なく仕様を明
確にせず，下請事業者に継続して作業を行わせ，その後，給付の内容
が委託内容と異なるとする場合 
イ 取引の過程において，委託内容について下請事業者が提案し，確認を
求めたところ，親事業者が了承したので，下請事業者が当該内容に基づ
き，製造等を行ったにもかかわらず，給付内容が委託内容と異なるとす
る場合 
ウ 検査基準を恣意的に厳しくして委託内容と異なる又は瑕疵等があると
する場合 
エ 委託内容と異なること又は瑕疵等のあることを直ちに発見すること
ができない給付について，受領後１年を経過した場合（ただし，親事
業者の瑕疵担保期間が１年を超える場合において，親事業者と下請
事業者がそれに応じた瑕疵担保期間を定めている場合を除く。） 

（４）情報成果物作成委託においては，親事業者の価値判断等により評価され
る部分があり，事前に委託内容として給付を充足する十分条件を明確に３
条書面に記載することが不可能な場合がある。このような場合には，親事
業者がやり直し等をさせるに至った経緯等を踏まえ，やり直し等の費用に
ついて下請事業者と十分な協議をした上で合理的な負担割合を決定し，当
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該割合を負担すれば，やり直し等をさせることは下請法上問題とならな
い。ただし，親事業者が一方的に負担割合を決定することにより下請事業
者に不当に不利益を与える場合には，「不当なやり直し」等に該当する。 
なお，この場合においても，（３）ア，イ，ウ及びエに該当する場合に
は，親事業者が費用の全額を負担することなく，下請事業者の給付の内容
が委託内容と異なること又は瑕疵等があることを理由として給付内容の変
更又はやり直しを要請することは認められない。 

（５）当初の委託内容と異なる作業を要請することが新たな製造委託等をした
と認められる場合には，委託内容，下請代金の額等の必要記載事項を記載
した３条書面を改めて交付する必要がある。 
 また，親事業者は下請事業者に対して製造委託等をする際には，委託内
容を満たしているか否か双方で争いが生じることのないよう，委託内容を
明確に記載する必要があり，製造委託等をした時点では委託内容が確定せ
ず，３条書面に記載していない場合であっても，委託内容が定められた
後，直ちに委託内容を明確に記載した書面を交付する必要がある。また，
取引の過程で，３条書面に記載された委託内容が変更され，又は明確化さ
れることもあるので，このような場合には，親事業者は，これらの内容を
記載した書面を下請事業者に交付する必要があり，法第５条の規定に基づ
き作成・保存しなければならない書類の一部として保存する必要がある。 

 
〈想定される違反行為事例〉 
 8－1 親事業者が，下請事業者に部品の製造を委託し，これを受けて下
請事業者が既に原材料等を調達しているにもかかわらず，輸出向け
製品の売行きが悪く製品在庫が急増したという理由で，下請事業者
が要した費用を支払うことなく，発注した部品の一部の発注を取り
消す場合 
8－2 親事業者が，テレビ番組の制作を委託していた下請事業者に対して，
いったん親事業者のプロデューサーの審査を受けて受領された番組につ
いて，これの試写を見た親事業者の役員の意見により，下請事業者に撮
り直しをさせたにもかかわらず，撮り直しに要した下請事業者の費用を
負担しない場合 

 8－3 親事業者が，既に一定の仕様を示して下請事業者にソフトウェアの開
発を委託していたが，最終ユーザーとの打ち合わせの結果仕様が変更さ
れたとして途中で仕様を変更し，このため下請事業者が当初の指示に基
づいて行っていた作業が無駄になったが，当初の仕様に基づいて行われ
た作業は納入されたソフトウェアとは関係がないとして当該作業に要し
た費用を負担しない場合 
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 8－4 親事業者が，下請事業者に対してソフトウェアの開発を委託したが，
仕様についてはユーザーを交えた打合せ会で決めることとしていたとこ
ろ，決められた内容については書面で確認することをせず，下請事業者
から確認を求められても明確な指示を行わなかったため，下請事業者は
自分の判断に基づいて作業を行い納入をしようとしたところ，決められ
た仕様と異なるとして下請事業者に対して無償でやり直しを求める場合 

 8－5 親事業者が下請事業者に対して金型の製造を委託しているところ，従
来の基準では合格していた金型について，検査基準を一方的に変更し，
下請事業者に無償でやり直しを求める場合 

 8－6 親事業者が，定期的に放送されるテレビＣＭの作成を下請事業者に委
託したところ，完成品が納入された後，放映されたテレビＣＭを見た広
告主の担当役員から修正するよう指示があったことを理由として，親事
業者は，下請事業者に対して，いったん広告主の担当まで了解を得て納
入されたテレビＣＭについて修正を行わせ，それに要した追加費用を負
担しない場合 

 8－7 親事業者が，下請事業者に清掃を委託し，下請事業者は清掃に必要な
清掃機器及び人員を手配したところ，親事業者が発注を取り消し，下請
事業者が要した費用を負担しない場合 

 8－8 親事業者が下請事業者に対してデザインの作成を委託したところ，親
事業者の担当者が人事異動により交代し，新しい担当者の指示により委
託内容が変更され追加の作業が発生したが，それに要した追加費用を親
事業者が負担しない場合 
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主要な意見とこれらに対する考え方 

 

１ 下請代金支払遅延等防止法第三条の書面の記載事項等に関する規則 

修正後 原案 意見の概要及び対応の考え方 
第一条 （略） 
２ （略） 
３ （前段略） 
特定事項の内容が定められない理由及び特
定事項の内容を定めることとなる予定期日
を製造委託等をしたときに交付する書面（以
下「当初書面」という。）に記載しなければ
ならない。 
 
（以下略） 
 

第一条 （略） 
２ （略） 
３ （同左） 
 
（以下略） 
 

 
 
 
【意見】 
 「理由」及び「予定期日」を当初書面に記載
する義務を削除又は任意的記載事項にとどめ
るべき。 
【考え方】 
 法第３条第１項ただし書の濫用を防止する
ために「理由」「予定期日」の記載は必要。 
 

 

２ 下請代金支払遅延等防止法に関する運用基準 

修正後 原案 意見の概要及び対応の考え方 
第２ 法の対象となる取引 
１ 製造委託 
（１）～（３） （略） 
（４）製造委託には，以下の４つの類型がある。 

類型１－１ 事業者が業として行う販売

の目的物たる物品若しくはその半製
品，部品，附属品若しくは原材料又は
これらの製造に用いる金型の製造を他
の事業者に委託すること。 

第２ 法の対象となる取引 
１ 製造委託 
（１）～（３） （略） 
（４）製造委託には，以下の４つの類型がある。 

類型１－１ 事業者が業として行う販売

の目的物たる物品若しくはその半製
品，部品，附属品若しくは原材料又は
これらの製造に用いる金型の製造を他
の事業者に委託すること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別紙２ 
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（例） 
○ 自動車製造業者が，販売する自動車
を構成する部品の製造を部品製造業者
に委託すること。 
○ 大規模小売業者が，自社のプライベ
ートブランド商品の製造を食品加工業
者に委託すること。 
○ 出版社が，販売する書籍の印刷を印
刷業者に委託すること。 
○ 電気器具製造業者が，販売する電気
器具を構成する部品の製造に用いる金
型の製造を金型製造業者に委託するこ
と。 
（以下略） 
 
３ 情報成果物作成委託 
（１） （略） 
（２）「情報成果物」とは，次に掲げるものを
いう。 
① プログラム（電子計算機に対する指令
であって，一の結果を得ることができるよ
うに組み合わされたものをいう。）（法第２
条第６項第１号） 
 例：テレビゲームソフト，会計ソフト，家
電製品の制御プログラム，顧客管理システ
ム 
② 映画，放送番組その他影像又は音声そ
の他の音響により構成されるもの（法第２
条第６項第２号） 
 例：テレビ番組，テレビＣＭ，ラジオ番組，
映画，アニメーション 

（例） 
○ 自動車製造業者が，販売する自動車
を構成する部品の製造を部品製造業者
に委託すること。 
 
 
 
○ 出版社が，販売する書籍の印刷を印
刷業者に委託すること。 
○ 電気器具製造業者が，販売する電気
器具を構成する部品の製造に用いる金
型の製造を金型製造業者に委託するこ
と。 
（以下略） 
 
３ 情報成果物作成委託 
（１） （略） 
（２）「情報成果物」とは，次に掲げるものを
いう。 
① プログラム（電子計算機に対する指令
であって，一の結果を得ることができるよ
うに組み合わされたものをいう。）（法第２
条第６項第１号） 
 例：テレビゲームソフト，会計ソフト 
 
 
② 映画，放送番組その他影像又は音声そ
の他の音響により構成されるもの（法第２
条第６項第２号） 
 例：テレビ番組，テレビＣＭ，ラジオ番組，
映画，アニメーション 

 
 
 
 
【意見】 
製造委託の例として，スーパー，量販店によ
る食料品製造委託でのトラブルが多いので追
加すべき。 
【考え方】 
ＰＢの例を追加する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【意見】 
情報成果物の例が少ないので追加すべき。 
【考え方】 
適当な例を追加する。 
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③ 文字，図形若しくは記号若しくはこれ
らの結合又はこれらと色彩との結合によ
り構成されるもの（法第２条第６項第３
号） 
  例：設計図，ポスターのデザイン，商品・
容器のデザイン，コンサルティングレポー
ト，雑誌広告 
④ （略） 
 
 
 
 
（３）情報成果物の「提供」とは，事業者が，
他者に対し情報成果物の販売，使用許諾
を行うなどの方法により，当該情報成果
物を他者の用に供することをいい，情報
成果物それ自体を単独で提供する場合の
ほか，物品等の附属品（例：家電製品の
取扱説明書の内容，ＣＤのライナーノー
ツ）として提供する場合，制御プログラ
ムとして物品に内蔵して提供する場合，
商品の形態，容器，包装等に使用するデ
ザインや商品の設計等を商品に化体して
提供する場合等も含む。 
  「業として行う提供」とは，反復継続的
に社会通念上，事業の遂行とみることがで
きる程度に行っている提供のことをいい，
純粋に無償の提供であれば，これに当たら
ない。 
「事業者がその使用する情報成果物の
作成を業として行う場合」とは，事業者が，

③ 文字，図形若しくは記号若しくはこれ
らの結合又はこれらと色彩との結合によ
り構成されるもの（法第２条第６項第３
号） 
  例：設計図，ポスターのデザイン，報告
書 
④ （略） 
 
 
 
 
 
（３）情報成果物の「提供」とは，事業者が，
他者に対し情報成果物の販売，使用許諾
を行うなどの方法により，当該情報成果
物を他者の用に供することをいい，情報
成果物それ自体を単独で提供する場合の
ほか，物品等の附属品（例：家電製品の
取扱説明書，ＣＤのライナーノーツ）と
して提供する場合，制御プログラムとし
て物品に内蔵して提供する場合，商品の
形態，容器，包装等に使用するデザイン
や商品の設計などを商品に化体して提供
する場合なども含む。 
  
 
 
 
 
  「事業者がその使用する情報成果物の作
成を業として行う場合」とは，事業者が，

 
 
 
 
【意見】 
情報成果物の例として「報告書」はふさわし
くない。 
【考え方】 
「報告書」と称するものが発生する取引をす
べて情報成果物作成委託として取り扱うもの
ではないので，表現を修正する。 
 
 
 
 
【意見】 
「家電製品の取扱説明書」の作成は，製造委
託なのか情報成果物作成委託なのか明確にす
べき。 
【考え方】 
「家電製品の取扱説明書の内容」の作成が情
報成果物作成委託であることを明記する（左記
のほかにも１か所修正）。 
 
【意見】 
情報成果物作成委託における「業として行う
提供」には，無償の提供は含まないことを明記
すべき。 
【考え方】 
 純粋に無償であれば「業として行う提供」に
は含まれないことを明記する。 
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自らの事業のために用いる情報成果物の
作成を反復継続的に社会通念上，事業の遂
行とみることができる程度に行っている
場合をいい，例えば，①事務用ソフトウェ
ア開発業者が社内で使用する会計用ソフ
トを自ら作成する場合，②ビデオ制作会社
が自社の社員研修用のビデオを自ら作成
する場合がこれに該当する。他方，社内に
システム部門があっても作成を委託して
いるソフトウェアと同種のソフトウェア
を作成していない場合等，単に作成する能
力が潜在的にあるにすぎない場合は作成
を「業として」行っているとは認められな
い。 
 
（４）～（５） （略） 
（６）情報成果物作成委託には，以下の３つの
類型がある。 
（略） 

類型３―２ 事業者が業として請け負う作

成の目的たる情報成果物の作成の行為の
全部又は一部を他の事業者に委託するこ
と。 
（例） 
○ 広告会社が，広告主から制作を請け負う
テレビＣＭを広告制作業者に委託するこ
と。 
（以下略） 
 
 

自らの事業のために用いる情報成果物の
作成を反復継続的に社会通念上，事業の遂
行とみることができる程度に行っている
場合をいう。事業者が「使用する情報成果
物」とは，例えば，①社内で使用する会計
用ソフトウェア，②社内研修用のビデオな
どがある。 
 
 
 
 
 
 

 
 
（４）～（５） （略） 
（６）情報成果物作成委託には，以下の３つの
類型がある。 
（略） 

類型３―２ 事業者が業として請け負う作

成の目的たる情報成果物の作成の行為の
全部又は一部を他の事業者に委託するこ
と。 
（例） 
○ 広告代理店が，広告主から制作を請け負
うテレビＣＭを広告制作業者に委託する
こと。 
（以下略） 
 
 

 
 
 
【意見】 
「業として行う場合」と「自家使用」の判断
基準を明確に示すべき。 
【考え方】 
「自家使用情報成果物」を業として作成して
いない場合の例を加え，明確化する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【意見】 
「広告代理店」の表記を「広告会社」に統一
すべき。 
【考え方】 
「代理店」という表記が，あたかも法的意味
での「代理」であるかのような誤解を招くおそ
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４ 役務提供委託 
（１） (略) 
（２）「業として行う提供の目的たる役務」の
うち「業として行う提供」とは，反復継続
的に社会通念上事業の遂行とみることが
できる程度に行っている提供のことをい
い，純粋に無償の提供であればこれに当た
らない。また，「提供の目的たる役務」と
は，委託事業者が他者に提供する役務のこ
とであり，委託事業者が自ら用いる役務は
これに該当しないので，自ら用いる役務を
他の事業者に委託することは，法にいう
「役務提供委託」に該当しない。 
 
  （以下略） 
 
第３ 親事業者の書面交付の義務 
１ ３条書面の記載事項 
（１）・（２） （略） 
（３） （前文略） 
また，主に，情報成果物作成委託に係る
作成過程を通じて，情報成果物に関し，下
請事業者の知的財産権が発生する場合に
おいて，親事業者は，情報成果物を提供さ
せるとともに，作成の目的たる使用の範囲
を超えて知的財産権を自らに譲渡・許諾さ
せることを「下請事業者の給付の内容」と
することがある。この場合は，親事業者は，

 
 
 
４ 役務提供委託 
（１） （略） 
（２）「（事業者が業として行う）提供の目的た
る役務」とは，委託事業者が他者に提供す
る役務のことであり，委託事業者が自ら用
いる役務はこれに該当しないので，自ら用
いる役務を他の事業者に委託することは，
法にいう「役務提供委託」に該当しない。 
 
  （以下略）  
 
 
 
 
 
 
第３ 親事業者の書面交付の義務 
１ ３条書面の記載事項 
（１）・（２） （略） 
（３） （前文略） 
また，主に，情報成果物の作成委託にお
いては，下請事業者が作成した情報成果物
に知的財産権が発生することがあり，親事
業者は，情報成果物を提供させるととも
に，知的財産権を自らに帰属させることを
「下請事業者の給付の内容」とすることが
ある。この場合は，親事業者は，３条書面
に記載する「下請事業者の給付の内容」と

れがあることから修正する（左記のほかにも２
か所修正）。 
 
 
 
【意見】 
他から直接的に対価を得ない業務（実費・必
要経費の請求を除く）については，「自ら用い
る役務」として「役務提供委託」に該当しない
こととすべき。 
【考え方】 
純粋に無償であれば「業として行う提供」に
は含まれないことを明記する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【意見】 
 知的財産権の帰属の範囲を３条書面の記載
事項である「下請事業者の給付の内容」とすべ
きではない。 
【考え方】 
趣旨を明らかとするため，「帰属」を「譲渡・
許諾」にするなど一部修正する。 
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３条書面に記載する「下請事業者の給付の
内容」の一部として，下請事業者が作成し
た情報成果物に係る知的財産権の譲渡・許
諾の範囲を明確に記載する必要がある。 

 
２ ３条書面の交付の時期 
（１） （略） 
（２） （前段略） 
ただし，このような場合であっても，親
事業者は，特定事項がある場合には，特定
事項の内容が定められない理由及び特定事
項の内容を定めることとなる予定期日を当
初書面に記載する必要がある。また，これ
らの特定事項については，下請事業者と十
分な協議をした上で，速やかに定めなくて
はならず，定めた後は，「直ちに」，当該特
定事項を記載した補充書面を下請事業者に
交付しなければならない。 
○ ソフトウェア作成委託において，委託した
時点では最終ユーザーが求める仕様が確定
しておらず，下請事業者に対する正確な委
託内容を決定することができない等のた
め，「下請事業者の給付の内容」，「下請代金
の額」，「下請事業者の給付を受領する期日」
又は「受領場所」が定まっていない場合 
○ 広告制作物の作成委託において，委託した
時点では制作物の具体的内容が決定できな
い等のため，「下請事業者の給付の内容」，
「下請代金の額」又は「下請事業者の給付
を受領する期日」が定まっていない場合 
 

して，下請事業者が作成した情報成果物に
係る知的財産権の帰属の範囲を明確に記
載する必要がある。 
 
 
２ ３条書面の交付の時期 
（１） （略） 
（２） （同左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ ソフトウェア作成委託において，委託した
時点では最終ユーザーが求める仕様が確定
しておらず，下請事業者に対する正確な委
託内容を決定することができない等のた
め，「下請事業者の給付の内容」，「下請代金
の額」，「下請事業者の給付を受領する期日」
又は「受領場所」が定まっていない場合 
 
 （以下略） 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
【意見】 
 「理由」及び「予定期日」を当初書面に記載
する義務を削除又は任意的記載事項にとどめ
るべき。 
【考え方】 
 法第３条第１項ただし書の濫用を防止する
ために「理由」「予定期日」の記載は必要。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【意見】 
 広告制作物の作成委託においては，作成委託
時点で金額を含めた仕様，内容が決定されない
場合が極めて多く，事例を追加すべき。 
【考え方】 
広告制作物に係る事例を追加する。 
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 （以下略） 
 
３ 電磁的方法による提供 
 （本文略） 
 
〈書面交付に係る違反行為事例〉 
① （略） 
② 親事業者が下請事業者に対して，発注単
価をコンピュータに登録してこれを帳票
に印字する方法で書面を作成しているが，
新規部品の製造委託の発注時に，既に単価
が決定されているにもかかわらずコンピ
ュータには未登録のため，結果として書面
に単価が表示されることなく発注する場
合 
③～⑤ （略） 
 
第４ 親事業者の禁止行為 
１ 受領拒否 
（１） （略） 
ア  (略) 
イ 情報成果物の作成委託における「給付
の受領」とは，情報成果物を記録した媒体
がある場合には，給付の目的物として作成
された情報成果物を記録した媒体を自己
の占有下に置くことであり，また，情報成
果物を記録した媒体がない場合には，当該
情報成果物を自己の支配下に置くことで
あり，例えば，当該情報成果物が親事業者
の使用に係る電子計算機に備えられたフ
ァイルに記録されることである。 

 
 
３ 電磁的方法による提供 
 （本文略） 
 
〈書面交付に係る違反行為事例〉 
① （略） 
② 親事業者が下請事業者に対して，発注単
価をコンピュータに登録してこれを帳票
に印字する方法で書面を作成しているが，
新規部品の製造委託の発注時にコンピュ
ータに既に決定されている単価が登録さ
れていないために，書面に単価を全く記載
せずに発注する場合 
 
③～⑤ （略） 
 
第４ 親事業者の禁止行為 
１ 受領拒否 
（１） （略） 
ア  (略) 
イ 情報成果物の作成委託における「給付
の受領」とは，情報成果物を記録した媒体
がある場合には，委託内容を満たすものと
して，作成された情報成果物を記録した媒
体を自己の占有下に置くことであり，ま
た，情報成果物を記録した媒体がない場合
には，当該情報成果物を自己の支配下に置
くことであり，例えば，当該情報成果物が
親事業者の使用に係る電子計算機に備え
られたファイルに記録されることである。 

 
 
 
 
 
 
 
【意見】 
表現がわかりにくい。 
【考え方】 
わかりやすく修文する。 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
【意見】 
情報成果物作成委託における「給付の受領」
の考え方において，情報成果物を記録した媒体
がある場合には「委託内容を満たすものとし
て，」という文言があるが，媒体がない場合に
はその文言がないのはおかしい。 
【考え方】 
「委託内容を満たすものとして，」が「検査
に合格した」ことを指すと誤解されるおそれが
あるので「給付の目的物として」に修正し，文
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(以下略)  
 

２ 支払遅延 
（１）・（２） （略） 
（３）また，情報成果物作成委託においては，
親事業者が作成の過程で，委託内容の確認
や今後の作業についての指示等を行うた
めに，情報成果物を一時的に自己の支配下
に置くことがある。親事業者が情報成果物
を支配下に置いた時点では，当該情報成果
物が委託内容の水準に達し得るかどうか
明らかではない場合において，あらかじめ
親事業者と下請事業者との間で，親事業者
が支配下に置いた当該情報成果物が一定
の水準を満たしていることを確認した時
点で，給付を受領したこととすることを合
意している場合には，当該情報成果物を支
配下に置いたとしても直ちに「受領」した
ものとは取り扱わず，支配下に置いた日を
「支払期日」の起算日とはしない。ただし，
３条書面に明記された納期日において，親
事業者の支配下にあれば，内容の確認が終
わっているかどうかを問わず，当該期日に
給付を受領したものとして，「支払期日」
の起算日とする。 
 
（４）役務提供委託にあっては，「支払期日」
の起算日は，「下請事業者がその委託を受
けた役務の提供をした日（役務提供に日数
を要する場合は役務提供が終了した日）」

 
(以下略)  
 

２ 支払遅延 
（１）・（２） （略） 
（３） （同左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）役務提供委託にあっては，「支払期日」
の起算日は，「下請事業者がその委託を受
けた役務の提供をした日」であり，原則と
して，下請事業者が提供する個々の役務に

章を整理する。 
 
 
 
 
【意見】 
 納入後に検査を必要とする情報成果物につ
いては，注文書記載の納品日にかかわらず，検
査完了日をもって支払期日の起算日とするこ
とを認めるべき。 
【考え方】 
法条文上，認められない。 
 
【意見】 
 製造委託や修理委託においても，委託内容の
確認のために時間を要することから同様の規
定を設けるべき。 
【考え方】 
確認のために時間を要するから特例を認め
ているのではなく，情報成果物の場合，外形的
に全く内容が分からないことから，特に認めて
いるものであり，原案維持。 
 
 
 
 
 
【意見】 
継続的な役務提供委託における支払期日の
起算日について，取引の内容によっては，月１
回の頻度で下請代金を支払うことがそぐわな
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であり，原則として，下請事業者が提供す
る個々の役務に対して「支払期日」を設定
する必要がある。ただし，個々の役務が連
続して提供される役務であって，次の要件
を満たすものについては，月単位で設定さ
れた締切対象期間の末日に当該役務が提
供されたものとして取り扱う。 
 
(以下略)  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 下請代金の減額 
（１） （略） 
   

 

 
 
 
 
 
 

対して「支払期日」を設定する必要がある。
ただし，１か月を超えて継続して提供され
る役務であって，次の要件を満たすものに
ついては，月単位で設定された締切対象期
間の末日に当該役務が提供されたものと
して取り扱う。 
 
(以下略)  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 下請代金の減額 
（１）【仮単価についての記載は，改正原案の
運用基準では削除されている。】 
現行運用基準・・・（「下請代金の額」とは，
下請事業者の給付に対し支払うべき代金
の額であり，３条書面に明記すべきことに
なっている。なお，発注時に単価を確定す
るのが困難である場合，例えば，試作品の
製造を委託する場合，修理委託であって，
修理してみないと要する費用が算定でき

いものがあるので，制限を加えるべきではな
い。 
【考え方】 
成果を達成することを内容とする役務であ
って１個の役務提供とみられる場合には，提供
が終了した日が支払起算日であることを明確
にする。 
 
【意見】 
継続的な役務提供委託に限って，月単位での
締切対象期間の末日を支払起算日とすること
を認めているが，1ヶ月を超えて提供される他
の取引形態（製造委託および修理委託）につい
ても，同様の取扱いをすべき。 
【考え方】 
製造委託，修理委託，情報成果物作成委託に
おいては，「給付の受領」が観念可能であるが，
役務については「受領」がなく，「役務を提供
した日」を支払起算日としているため特に認め
ているもの。 
 
 
【意見】 
仮単価の運用を現行どおり認めるべき。 
【考え方】 
運用上，発注書面の記載内容を空欄とせず仮
単価を記載することは差し支えないが，この場
合においても，「理由」と「予定期日」を記載
し，補充書面を交付する必要がある。 
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（２） （略） 
ア  （略） 
イ 「１ 受領拒否」（２）又は「４ 返品」
（２）にいう下請事業者の責に帰すべき理

由があるとして受領を拒むこと又は給付を
受領した後その給付に係るものを引き取ら

せることができるのに，下請事業者の給付

を受領し，又はこれを引き取らせなかった

場合において，委託内容に合致させるため

に親事業者が手直しをした場合又は瑕疵等

の存在若しくは納期遅れによる商品価値の

低下が明らかな場合（減ずる額は，客観的

に相当と認められる額に限られる。） 
 
〈情報成果物作成委託，役務提供委託におい
て想定される違反行為事例〉 
 3－1～3－14 （略） 
 3－15 親事業者が，自ら請け負った運送を
下請事業者に再委託し，運送中の荷物が
毀損したので荷主から損失の補償を求
められていると称して，損害額の算定根
拠を明らかにしないまま，代金から毀損
額を上回る一定額を差し引いている場
合 

 3－16 （略） 

ない場合等は，例外的に仮単価での発注が
認められるが，この場合は，３条書面に仮
単価である旨を明記するとともに，正式単
価が確定したときは，直ちに下請事業者に
書面で交付する必要がある。） 
 
（２） （略） 
ア  （略） 
イ  （同左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〈情報成果物作成委託，役務提供委託におい
て想定される違反行為事例〉 
 3－1～3－14 （略） 
 3－15 親事業者が，自ら請け負った運送を
下請事業者に再委託し，運送中の荷物が
毀損したと称して下請代金の額から毎
月差し引きを行っているが，実際には毀
損したのは一部であり，差し引き額が毀
損額を上回っている場合 

 3－16 （略） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
【意見】 
 情報成果物の作成委託においては，「手直し」
は親事業者の指示の下，下請事業者が行うべき
ものであり，「親事業者が手直しをした場合に
は」とする文言は不適当。 
【考え方】 
下請法上，下請事業者の給付に瑕疵等がある
場合に親事業者がそれを手直しし，相当額を減
額しても違反とはならないことを示したもの。
特定の取引において，そのような実態がないこ
とは修正の理由にならない。 
 
 
 
 
【意見】 
運送中の荷物が毀損したときには，下請事業
者の責任であることが明確になった後，損害賠
償請求に基づいて支払う業界慣行であること
から削除すべき。 
【考え方】 
親事業者が一方的に下請代金から差し引く
ようになることが是認されるかのような誤解
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６ 購入・利用強制 
（１）法第４条第１項第６号で禁止されてい
る購入・利用強制とは，「下請事業者の給
付の内容を均質にし，又はその改善を図る
ため必要がある場合その他正当な理由が
ある場合を除き，自己の指定する物を強制
して購入させ，又は役務を強制して利用さ
せること」により，下請事業者にその対価
を負担させることである。 
 
 (以下略) 
 
〈製造委託，修理委託における違反行為事例〉 
 6－1～6－4 （略） 
 6－5 親事業者は，物品の製造委託をする
際に，３条書面に代えて，インターネッ
トのウェッブサイトを利用した方法と
したところ，下請事業者に対して，既に
契約しているインターネット接続サー
ビス提供事業者によっても受発注が可
能であるにもかかわらず，自ら指定する
インターネット接続サービス提供事業
者と契約しなければ，今後，製造委託を
しない旨を示唆し，既に契約しているイ
ンターネット接続サービス提供事業者
との契約を解除させ，当該事業者と契約
させた。 

 6－6 （略） 

 
 
 
６ 購入・利用強制 
（１）法第４条第１項第６号で禁止されてい
る購入・利用強制とは，「下請事業者の給
付の内容を均質にし，又はその改善を図る
ため必要がある場合その他正当な理由が
ある場合を除き，自己の指定する物を強制
して購入させ，又は役務を強制して利用さ
せること」である。 
 
 (以下略) 
 
 
〈製造委託，修理委託における違反行為事例〉 
 6－1～6－4 （略） 
 6－5 親事業者は，物品の製造委託をする
際に，３条書面に代えて，インターネッ
トのウェッブサイトを利用した方法と
したところ，下請事業者に対して，自ら
指定するインターネット接続サービス
提供事業者と契約しなければ，今後，製
造委託をしない旨を示唆し，既に契約し
ているインターネット接続サービス提
供事業者との契約を解除させ，当該事業
者と契約させた。 

 
 
 
 6－6 （略） 

を与えること，そもそも毎月差引きを行う例が
少ないことから，修正する。 
 
 
【意見】 
役務の利用強制は，有償の場合に限定される
ことを明確に記載すべき。 
【考え方】 
 趣旨を踏まえ明確化する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
【意見】 
電子受発注に関しインターネット接続サー
ビス業者との契約を強制する事例について，一
定の要件（ＡＤＳＬの利用等）を満たさなけれ
ばサービスの利用ができない場合には許容す
べき。 
【考え方】 
「既に契約しているインターネット接続サー
ビス提供事業者によっても受発注が可能であ
るにもかかわらず」との文言を追加する。 
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〈情報成果物作成委託，役務提供委託におい
て想定される違反行為事例〉 
 6－7 親事業者が，自社に出資している保
険会社が扱っている船舶保険への加入
を船舶貸渡契約を結んでいる貸渡業者
に対して要請し，貸渡業者は既に別の
保険会社の船舶保険に加入しているた
め，断りたい事情にあるにもかかわら
ず，度々要請し，貸渡業者に親事業者
の薦める保険に加入させる場合 

 6－8 （略） 
 6－9 広告会社である親事業者が，広告制
作会社に年始の名刺広告への参加を要
請したのに対して，名刺広告の効果を
把握するために参加したが，効果が乏
しく，翌年以降は参加しない旨を親事
業者に伝えていたにもかかわらず，翌
年から年末になると参加を前提として
申込書を送付し，再三参加を要請する
ことにより，当該名刺広告に参加する
ことを余儀なくさせる場合 

 6－10 （略） 
 
７ 不当な経済上の利益の提供要請 
（１）～（３） （略） 
（４）情報成果物等の作成に関し，下請事業者
の知的財産権が発生する場合において，親
事業者が，委託した情報成果物等に加え
て，無償で，作成の目的たる使用の範囲を
超えて当該知的財産権を親事業者に譲

 
〈情報成果物作成委託，役務提供委託におい
て想定される違反行為事例〉 
 6－7 親事業者が，自社に出資している保
険会社が扱っている船舶保険への加入
を船舶貸渡契約を結んでいる貸渡業者
に対して要請し，貸渡業者は既に別の
保険会社の船舶保険に加入しているた
め，断りたい事情にあるにもかかわら
ず，度々要請し，下請事業者に当該代
理店の取り扱う保険に加入させる場合 

 6－8 （略） 
 6－9 広告会社である親事業者が，広告制
作会社に年始の名刺広告への参加を要
請したのに対して，名刺広告の効果を
把握するために参加したが，効果が乏
しく，翌年以降は参加しない旨を親事
業者に伝えていたにもかかわらず，翌
年から年末になると自動的に参加を前
提とした申込書を送付してくるように
なり，当該名刺広告に参加することを
余儀なくさせる場合 

 6－10 （略） 
 
７ 不当な経済上の利益の提供要請 
（１）～（３） （略） 
（４）情報成果物等の作成において，下請事業
者が知的財産権を持つ場合があるが，親事
業者が，委託した情報成果物等に加えて，
無償で，作成の目的たる使用の範囲を超え
て当該知的財産権を親事業者に帰属させ

 
 
 
【意見】 
船舶保険は代理店販売が原則認められてい
ないので修正すべき。 
【考え方】 
「当該代理店の取り扱う」を「親事業者の薦
める」と修正する。 
 
 
 
【意見】 
年始の名刺広告に「自動的に参加を前提とし
た申込書」が想定し難いので削除すべき。 
【考え方】 
「参加を前提として申込書を送付し，再三参
加を要請することにより」と修正する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
【意見】 
 断定的な表現を避け，「該当する場合がある」
とすべき。 
【考え方】 
構成要件としては法第４条第２項第３号に
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渡・許諾させることは，法第４条第２項第
３号に該当する。 
 
〈想定される違反行為事例〉 
 7－1 （略） 
 7－2 親事業者が，船内荷役，清掃等の作
業は契約により荷主又は親事業者の負
担であるとされているにもかかわらず，
下請事業者である船舶貸渡業者にその
一部を手伝わせる場合 

 
  （以下略） 
 
 
８ 不当な給付内容の変更及び不当なやり直
し 
（１） （略） 
（２）「下請事業者の給付の内容を変更させるこ
と」とは，給付の受領前に，３条書面に記

載されている委託内容を変更し，当初の委

託内容とは異なる作業を行わせることであ

る。また，「受領後に給付をやり直させるこ

と」とは，給付の受領後に，給付に関して
追加的な作業を行わせることである。こう

した給付内容の変更ややり直しによって，

下請事業者がそれまでに行った作業が無駄

になり，あるいは下請事業者にとって当初

の委託内容にはない追加的な作業が必要と

なった場合に，親事業者がその費用を負担

しないことは「下請事業者の利益を不当に

害」することとなるものである。 

ることは，法第４条第２項第３号に該当す
る。 
 
〈想定される違反行為事例〉 
 7－1 （略） 
 7－2 親事業者が，船内荷役作業は荷主の
負担であるとされているにもかかわら
ず，下請事業者である船舶貸渡業者にそ
の一部を手伝わせる場合 

 
  （以下略） 
 
 
 
８ 不当な給付内容の変更及び不当なやり直
し 
（１） （略） 
（２）「下請事業者の給付の内容を変更させるこ
と」とは，給付の受領前に，３条書面に記

載されている委託内容を変更し，当初の委

託内容とは異なる作業を行わせることであ

る。また，「受領後に給付をやり直させるこ

と」とは，給付の受領後に，給付に関して
追加的な作業を行わせることである。こう

した給付内容の変更ややり直しによって，

下請事業者がそれまでに行った作業が無駄

になり，あるいは下請事業者にとって当初

の委託内容にはない追加的な作業が必要と

なった場合に，親事業者がその費用を負担

しないことは「下請事業者の利益を不当に

害」することとなるものである。 

該当するが，趣旨を明らかにするため，「帰属」
を「譲渡・許諾」にするなど一部修正する。 
 
 
 
【意見】 
より実態を踏まえたものとするため，「船内
荷役作業は荷主の負担」を「船内荷役・清掃・
片付け・ポンプ取付け等の作業は荷主又は親事
業者の負担」に修正すべき。 
【考え方】 
趣旨を踏まえ一部修正する（明確化の観点か
ら，更に「契約により」を加える。）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



- 14 - 

   やり直し等のために必要な費用を親事業

者が負担するなどにより，下請事業者の利

益を不当に害しないと認められる場合に

は，不当な給付内容の変更及び不当なやり

直しの問題とはならない。 

（３）（前段略） 
 なお，次の場合には，親事業者が費用
の全額を負担することなく，下請事業者
の給付の内容が委託内容と異なること又
は瑕疵等があることを理由として給付内
容の変更又はやり直しを要請することは
認められない。 
 
 
 
ア 下請事業者の給付の受領前に，下請
事業者から委託内容を明確にするよう
求めがあったにもかかわらず，親事業
者が正当な理由なく仕様を明確にせ
ず，下請事業者に継続して作業を行わ
せ，その後，給付の内容が委託内容と
異なるとする場合 
 
 
 
 
 
イ・ウ （略） 
エ 委託内容と異なること又は瑕疵等の
あることを直ちに発見することができ
ない給付について，受領後１年を経過

 
 
 
 
 
（３）（前段略） 
   なお，次の場合には，下請事業者の給
付の内容が委託内容と異なること又は瑕
疵等があることを理由として給付内容の
変更又はやり直しを要請することは認め
られない。 
 
 
 
 
ア 下請事業者の給付の受領前に，下請
事業者から委託内容を明確にするよう
求めがあったにもかかわらず親事業者
が仕様を明確にせず，その後，給付の
内容が委託内容と異なるとする場合 
 
 
 
 
 
 
 
イ・ウ （略） 
エ 委託内容と異なること又は瑕疵等の
あることを直ちに発見することができ
ない給付について，受領後１年を経過

●明確化のため加える。 
 
 
 
 
【意見】 
一定の場合には下請事業者の給付の内容が
委託内容と異なる場合又は瑕疵等がある場合
であっても給付内容の変更又はやり直しをさ
せることが認められないとしているが，「親事
業者が費用を負担することなく」との文言を追
加すべき。 
【考え方】 
趣旨明確化のため，意見どおり追加する。 
 
【意見】 
下請事業者から委託内容を明確にするよう
求めがあったのに親事業者が仕様を明確にし
なかった場合にはやり直しは認められないと
されているが，ユーザーの仕様が固まっていな
いなど合理的な理由があれば仕様の回答を拒
否できるよう修正すべき。また，このようなケ
ースでは下請事業者は通常作業を中止するも
のと思われるので，例示として不適当。 
【考え方】 
趣旨を踏まえ修正する。 
 
 
【意見】 
下請事業者の給付の内容が委託内容と異な
る場合又は瑕疵等がある場合にやり直しをさ
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した場合（ただし，親事業者の瑕疵担
保期間が１年を超える場合において，
親事業者と下請事業者がそれに応じた
瑕疵担保期間を定めている場合を除
く。） 
 
 

（４）情報成果物作成委託においては，親事業
者の価値判断等により評価される部分があ

り，事前に委託内容として給付を充足する十

分条件を明確に３条書面に記載することが
不可能な場合がある。このような場合には，

親事業者がやり直し等をさせるに至った経

緯等を踏まえ，やり直し等の費用について下

請事業者と十分な協議をした上で合理的な

負担割合を決定し，当該割合を負担すれば，

やり直し等をさせることは下請法上問題と

ならない。ただし，親事業者が一方的に負担

割合を決定することにより下請事業者に不

当に不利益を与える場合には，「不当なやり

直し」等に該当する。 

なお，この場合においても，（３）ア，イ，

ウ及びエに該当する場合には，親事業者が費
用の全額を負担することなく，下請事業者の

給付の内容が委託内容と異なること又は瑕

疵等があることを理由として給付内容の変

更又はやり直しを要請することは認められ

ない。 

（５） （内容略） 
 
〈想定される違反行為事例〉 

した場合 
 

 
 
 
 
 
（新設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４） （内容略） 
 
〈想定される違反行為事例〉 

せることが認められる期間を「１年以内」では
なく「３年以内」とすべき。 
【考え方】 
原則「１年以内」だが，親事業者の瑕疵担保
期間が１年を超える場合には，それに応じた期
間とすることを認めることに修正。 
 
【意見】 
給付内容の変更・やり直しに関し，３条書面
に記載された委託内容と異なる場合や瑕疵が
ある場合に限って認められるとしている点に
ついて，情報成果物作成委託においては，事前
に委託内容として給付を充足する十分条件を
明確に３条書面上に記載することは不可能で
あることから，修正すべき。 
【考え方】 
情報成果物作成委託の場合の考え方を明記。 
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8－1 親事業者が，下請事業者に部品の製造
を委託し，これを受けて下請事業者が既
に原材料等を調達しているにもかかわ
らず，輸出向け製品の売行きが悪く製品
在庫が急増したという理由で，下請事業
者が要した費用を支払うことなく，発注
した部品の一部の発注を取り消す場合 
 
 8－2～8－8 （内容略） 

 （追加） 
 
 
 
 
 
 
 
 8－1～8－7 （内容略） 

【意見】 
改正前の運用基準第４－１（受領拒否）１－
１の事例（発注の取消しが受領拒否に当たると
する事例）は重要な事例であり，削除すべきで
はない。 
【考え方】 
「不当な給付内容の変更」に係る違反事例と
して追加する。 
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その他の主な意見 

 
【意見】 
 修理委託又は情報成果物作成委託となり得る取引のうち，３億円の資本金基準により下請法の対象とはならないものが，５０００万円の資本
金基準により役務提供委託に該当するとの解釈をされるおそれがあるので，これらの関係を明確にすべき。 
【考え方】 
 「役務」は広く解釈し得る概念だが，法の構成上からも，製造委託，修理委託又は情報成果物作成委託となる内容の取引は，役務提供委託に
は該当しない。 
 
【意見】 
 資本金基準が二段構えになったので，複数の取引を一括して契約する場合の資本金基準の判断基準を明らかにすべき。 
【考え方】 
 ３億円の資本金基準を用いる取引（製造委託，修理委託並びに政令で定める情報成果物作成委託及び役務提供委託）と５０００万円の資本金
基準を用いる取引（政令で定めるものを除く情報成果物作成委託及び役務提供委託）が一体として発注された場合には，それぞれの取引ごとの
資本金基準をもって判断される。すなわち，これらが一体として発注された場合に，親事業者と下請事業者の資本金額によっては，例えば，製
造委託部分のみが下請法の対象となるということがあり得る。 
 
【意見】 
 親子会社間での取引には下請法を適用しない方針とすべき。 
【考え方】 
 法条文上は下請法の対象となる取引であっても，それが親子会社間の取引であって実質同一会社内での取引とみられる場合には，従来から，
運用上問題としない方針で臨んでいる。 
 
【意見】 
 金型の製造委託において，金型の代金を，当該金型を使用して製造する部品の代金に上乗せして支払う方法が認められるかどうか明確にすべ
き。 
【考え方】 
 下請代金は製造委託の対象である金型の受領後６０日以内に定めた支払期日までに支払う必要があるので，当該金型を使用して製造する部品
の代金に上乗せして支払う方法では支払遅延に該当する可能性が高い。 
 


